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  令和３年９月６日（月曜日）  午前１０時 開議 
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議事日程第２号 

    令和３年９月６日（月曜日）午前１０時 開議 

 

日程第 １ 一般質問 

    （散  会） 
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開  議 

 

○長澤長右衛門議長 おはようございます。 

 出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより直ちに会議を開きます。 

 本日の会議は、お手元に配付いたしておりま

す議事日程第２号によって進めます。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

日程第１ 一般質問 

 

○長澤長右衛門議長 日程第１、一般質問であ

ります。 

 初めに、１２番枝松直樹議員。 

〔１２番 枝松直樹議員 登壇〕 

○１２番 枝松直樹議員 おはようございます。

議席番号１２番枝松直樹でございます。 

 本市の脱炭素社会実現に向けた取組について

伺います。 

 私は、昨年、令和２年９月定例会において、
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脱炭素社会を目指す取組について一般質問を行

いました。あれから１年が経過し、この間の情

勢が大きく変化していると感じますので、本市

の脱炭素社会実現に向けた取組について改めて

伺うものです。 

 昨年、２０２０年１０月６日の国会における

菅義偉首相の所信表明演説で、日本における脱

炭素の潮目が大きく変わり始めました。 

 それまで日本の二酸化炭素の排出削減目標は、

２０１３年度に比べて２０３０年には２６％削

減、２０５０年までには８０％削減するという

目標を示していました。これを２０５０年まで

には二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすると宣

言したのであります。 

 それを受けて、２か月後の１２月には、その

ためのロードマップと言える「２０５０年カー

ボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を

経済産業省が中心となって策定しました。 

 そして、本年４月２２日、気候サミットにお

いて菅総理大臣は、２０５０年カーボンニュー

トラルの長期目標を達成するため、２０３０年

に向けた温室効果ガスの削減目標について、

「２０１３年度に比べて４６％削減することを

目指す」と国際公約し、「さらに５０％の高み

に向けて挑戦を続けていく」と述べました。４

６％削減という数字は、「２０１３年度に比べ

て２６％削減する」という６年前に決めた目標

を７割以上大幅に引き上げるものです。 

 また、菅総理は、「目標達成に向け、具体的

な施策を着実に実行していくことで経済と環境

の好循環を生み出し、力強い成長をつくり出し

ていくことが重要だ」と述べ、再生可能エネル

ギーなど脱炭素電源の最大限の活用や投資を促

すための刺激策、地域の脱炭素社会への支援な

ど、あらゆる分野でできる限りの取組を進め、

経済と社会に変革をもたらしていく考えを強調

し、各閣僚に検討を加速するよう指示いたしま

した。 

 既に、環境省では、ゼロカーボンシティ宣言

の拡大に合わせ、宣言を実現させるために各地

方自治体の取組を支援しようという意図で、令

和２年から脱炭素化事業を展開しています。２

０５０年のカーボンニュートラルの実現のため

には、２０３０年までの取組が成否を決めると

言われています。 

 今年に入り、ＮＨＫスペシャル「２０３０未

来への分岐点シリーズ」という特別番組があり

ました。その内容は、このままいくと早ければ

２０３０年にも地球の平均気温は臨界点に達す

ると言われており、それを超えていくと、温暖

化を加速させる現象が連鎖し、灼熱地球へと暴

走を始める可能性が最新研究では明らかになっ

てきたということであります。そして、温暖化

対策は２０３０年が岐路になると言い、このま

までは、地球は人類が住むことができなくなる

という報道内容でありました。あと１０年間が

勝負ということであります。この人類共通の危

機が菅総理をも突き動かしたのではないかと思

います。 

 昨年２月に南極で２０．７５度を記録、同じ

く昨年６月２０日にはシベリアで３８度を記録

し、北海道の２．３倍の面積に森林火災が発生、

今年６月末にカナダ西海岸で４９．５度、８月

にはイタリアのシチリアで４８．８度を記録し

大規模な山火事が発生しました。同じく８月に

北極圏に位置するグリーンランドの標高３，２

１６メートルの山頂に観測史上初めて雨が降り、

氷床の大量融解も確認されたといいます。日本

でも先月、８月は大雨にたたられましたが、こ

れらの自然現象は地球温暖化の影響が本格化し
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ている証左かと考えられます。 

 市長は、私の昨年の一般質問に対し、「本市

の温暖化対策として、第７次上山市振興計画及

び第２期上山市快適環境基本計画において、二

酸化炭素削減の推進を図っております」と答弁、

さらに、再生可能エネルギーについても、「第

２期上山市快適環境基本計画の目標値に掲げら

れている再生可能エネルギー総発電量は順調に

推移している」と答弁されておられます。 

 しかし、私は、１年前とは社会状況が大きく

変化してきていると認識しているからこそ、市

長に再度御所見を伺おうとこの場に立っている

わけであります。 

 環境省が今年の３月１９日に出した「脱炭素

に向けた地方自治体の取組について」という文

書では、再エネ導入に伴う地域経済への波及効

果は、観光や空き家対策に比べ、行政コストの

割に地域が比較的手堅く収益を確保できる取組

とした上で、脱炭素が地域にメリットのあるも

のであることを効果的に周知することも必要と

も記しています。例示として、１世帯５キロワ

ットの太陽光発電のソーラーパネルを１，００

０世帯に導入すれば、地域住民、企業に年間最

大１．８億円程度の経済波及効果があるとして

います。そして、同じだけの経済波及効果を地

域に生み出すためには、空き家対策なら１８８

人の移住者の増加に相当し、観光振興なら１万

８，８８０人の観光客の増加に相当と試算して

います。今まで国の文書でこのような表現はあ

ったでしょうか。国の本気度が伝わってくると

いうものです。 

 菅総理も、「気候変動への対応は、我が国経

済を力強く成長させる原動力になる」としてお

り、私は、本市においても、脱炭素社会に向け

て、２０５０年を目途として二酸化炭素排出量

のゼロを目指す取組を急がなければならないと

考えるものであり、以下、市長の御所見を伺い

ます。 

 最初に、ゼロカーボンシティの宣言について

です。 

 私が一般質問した昨年９月の時点でゼロカー

ボンシティ宣言を行ったのは、山形県内の市町

村で東根市のみでした。しかし、８月の山形県

のゼロカーボンやまがた２０５０宣言が出され

た以降増え続け、現在は１１の市と町がゼロカ

ーボンシティを宣言し、２０５０年までに二酸

化炭素排出量の実質ゼロ実現に向けたロードマ

ップを作成または作成を予定しています。 

 全国的には、令和３年８月３１日時点で４３

２自治体、うち市は２５６市、人口では１億１，

１１８万人、人口比では国民の８７．５％がカ

バーされています。 

 国では、地方自治体への取組支援策としてゼ

ロカーボンシティ再エネ強化支援パッケージと

いうメニューを用意しており、その中にゼロカ

ーボンシティ実現に向けた地域の対策基盤整備

事業があります。この事業は、令和３年度から

新しく始まったもので、自治体がゼロカーボン

シティを目指す上で初期のステップである現状

把握、計画策定、合意形成をサポートするもの

であります。 

 さらに、これに加えて、２０２２年度予算の

概算要求に地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

を盛り込むことも報道されました。最大で７

５％の補助が受けられるというものであります。 

 本市でも、国と県の動きに合わせて、２０５

０年ゼロカーボンシティを宣言すべきではない

かと思いますが、市長の御所見を伺います。 

 ２つ目は、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウ

ス、通称ＺＥＨと言いますが、この普及支援に
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ついて伺います。 

 ＺＥＨ住宅とは、断熱性が高い建物に加え、

ＬＥＤや高効率エアコンなどの省エネ機器と太

陽光発電などの再生可能エネルギーをつくる機

器の組合せにより、年間の一次エネルギー消費

量の収支をゼロとすることを目指した住宅です。 

 経済産業省では、再エネ主力電源化・省エネ

の推進による脱炭素化を目指しており、２０３

０年までに新築住宅の平均でＺＥＨの実現を目

指すという政府目標の達成に取り組んでいます。

これは、これからの新築住宅はＺＥＨが標準的

な家になるということを意味するものでありま

す。太陽光発電の設置や電気製品の省エネ性能

だけを強化しても限界があるため、断熱性の高

い住宅がこれからの住宅には求められます。カ

ーボンニュートラルを達成するためには、再生

可能エネルギーの普及拡大のみならず、住宅の

断熱性能にも注目したＺＥＨの普及が欠かせな

いのであります。 

 国の有識者検討会は、今年８月１０日に、新

築する戸建て住宅に太陽光発電設備の設置を義

務化することを検討する方針を明らかにしまし

た。その内容は、将来における太陽光発電設備

の設置義務化も選択肢の一つとしてあらゆる手

段を検討し、その設置促進のための取組を進め

ると取りまとめ文書に明記されたのです。また、

２０３０年段階で新築戸建て住宅の６割に太陽

光発電設備が設置されることを目指すという新

たな政府方針も盛り込まれました。将来の住宅

には、太陽光発電設備が設置されていることが

一般的になるということであります。 

 あまり知られていないのですが、この動きを

先取りしたのがやまがた健康住宅という認証制

度です。平成３０年にできた全国初の山形県独

自の認証制度で、最も寒い時期の就寝前に暖房

を切って、翌朝暖房を稼働させない状況でも室

温が１０度を下回らない断熱性能を有する住宅

に認証が与えられます。この認証基準は、国の

ＺＥＨ基準より高く設定されています。冬温か

く、夏涼しく暮らすことができます。山形県の

ヒートショックによる死亡者数は年間２００名

で、これは交通事故死の４倍になるとのことで

あります。 

 このほか、ＺＥＨは災害時にも強みを発揮し

ます。停電しても電気を使うことができ、給湯

器があればためられた水を生活用水として使う

こともできます。 

 本市の快適環境審議会の会長を務められた東

北芸術工科大学の三浦秀一教授は、ＺＥＨにつ

いて、「もはや研究者が語る理想論ではなく、

誰もが本気で考えなければいけない家づくりで

す。地球温暖化を防ぐためだけでなく、ゼロエ

ネルギー住宅を建てればそれから先の人生に快

適な暮らしが待っています」と述べておられま

す。 

 本市においても、ＺＥＨ普及について積極的

に啓発しながら、国の補助金に上乗せをして普

及を支援すべきと考えますが、市長の御所見を

伺います。 

 ３点目ですが、新電力等事業者との連携によ

る再生可能エネルギー拡大についてであります。 

 屋根にソーラーパネルを設置したいと思って

も、初期投資が高額なため二の足を踏む人が多

くいらっしゃると思います。一般的な家庭での

５キロワット程度の発電量で蓄電池を除いても

１８０万円ほどかかります。この初期投資がソ

ーラーパネルの普及を阻害する要因の一つであ

り、そこで今広がりつつあるのがＰＰＡ事業と

いうものです。 

 その内容は、建物の所有者がＰＰＡ事業者に
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屋根や土地などの場所を提供し、事業者が太陽

光発電システムの無償設置と運用、保守をする

ということをいいます。ＰＰＡ事業者は太陽光

で発電した電力を供給し、所有者側はその電気

料を支払うというのが一般的です。契約期間は

１０年から２０年の長期に及びます。つまり、

所有者は屋根を事業者に貸すだけでよく、ソー

ラーパネルの普及拡大を阻害していた設置に際

しての初期費用が不要になるのであります。 

 東京都では、令和元年から住宅用太陽光発電

初期費用ゼロ促進事業を実施しています。その

内容は、個人宅に事業者がソーラーパネルを無

償で設置するというものですが、設置契約には

リース契約、電力販売、屋根借りという３つの

形態があります。利用者は自分の生活スタイル

に一番合った契約を選択するのですが、現在、

電力会社から購入している電気より安価に利用

できるようになるとのことであります。 

 ＰＰＡ事業は、このような個人宅を対象にし

たものから、公共施設や企業の屋根を活用した

ものにも拡大しています。 

 横浜市では、２０５０年までに市役所全体で

消費する全ての電力を再生可能エネルギーに転

換する方針を打ち出し、今年３月、小中学校６

５校への太陽光発電パネルと蓄電池導入を公募

型プロポーザルで選定し、東京ガスが受託事業

者となりました。契約期間は２０年で、契約終

了後の機材撤去までを東京ガスが行い、横浜市

では初期投資ゼロでパネルを設置することがで

きたのです。このことで防災拠点としての非常

時利用も可能となりました。予算上は従来と比

べ増加することはないとのことでありました。 

 隣の神奈川県川崎市でも、太陽光発電の普及

と市有財産の有効活用を目的として、既存の市

有施設の屋根の目的外使用許可によるＰＰＡの

モデル事業を平成３１年度から実施しています。 

 ＰＰＡ事業者は、既存の電力会社のほか、新

電力やハウスメーカーなども手がけています。

本県には山形新電力がありますし、新電力をは

じめとした事業者と提携したＰＰＡ事業が、個

人だけでなく、市有施設や企業へも事業展開さ

れることを願うものです。 

 そこで伺います。上山市として、新電力をは

じめとした事業者に働きかけ、手始めに市有施

設を活用したＰＰＡ事業を展開することについ

て、市長の御所見を伺って第１問といたします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １２番枝松直樹議員の御質

問にお答えいたします。 

 本市の脱炭素社会実現に向けた取組について

申し上げます。 

 本市では、県内に先駆けて公用車への電気自

動車の導入や、市役所庁舎、保育所及び市内防

犯灯のＬＥＤ化などの温室効果ガス削減に取り

組んでまいりました。 

 一方、先般、国が発表した地域脱炭素ロード

マップを受けて、本市の公共施設を含め、地域

として今後実施すべき課題を整理した上で、脱

炭素社会実現に向けて、さらに政策展開をして

まいります。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 私としては、今まで

何十回も一般質問させてもらっておりますが、

こういう回答は初めてだったものですからちょ

っと面食らっております。本当は具体的な項目

について質問しようと考えておりましたが、ち

ょっと入り口論から行く必要があるかなと思っ

ております。 

 私は、大体今１８分間しゃべりました。 
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 市長は約１分間。 

 私は３点にわたって、大きなこととしては脱

炭素社会ですが、ゼロカーボンシティの宣言や

ＺＥＨの普及支援、それから新電力との連携に

よるエネルギー拡大、この３点について聞いて

いるんですが、これに対する回答は、なかった

というふうに受け止めています。というのは、

市長は、これは、私が聞いたことについてはや

らないということなんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 答弁の趣旨というか、考え

方の問いだと思いますが、やらないということ

は申していないわけで、政策をさらに進めてい

くということですから、やるという姿勢は変わ

りないわけですし、当然、国の方向もそういう

方向に進んでおりますし、また後で担当課長か

ら説明させますけれども、環境省の取組等につ

いても今取り組んでいるところでございますの

で、各論をやる、やらないじゃなくて、総体的

にそういう方向でいきますよということを答弁

させていただきました。各項目についてはこれ

から議論させていただきたいというふうに思っ

ています。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 前段に聞いて、市長

は、こういう理由でそれはやる考えはありませ

んというのが今までのスタイルでしたが、今回

は、何々なのでというのがどうも、公用車への

電気自動車の導入とか、ＬＥＤ化とか、こうい

うのはあるんですけれども、ゼロカーボンシテ

ィを宣言した自治体で公用車を電気自動車にす

るということで、毎年１台ずつ増やしていこう

というような、計画的に取り組んでいる自治体

もあります。ですから、そういった具体的なも

のがあるといいんですけれども、１台は取りあ

えず導入したけれども、その後導入していない

んですよね。たしか軽ワゴンを１台導入されて

いると思います。 

 そして、国で出したロードマップを受けて、

これから取り組んでいくということなんですが、

今後実施すべき課題を整理した上でということ

は、上山市としては今どういう課題があるとい

うふうに理解をされているのか、ちょっとこの

ままだと議論が全く進まないので、今後実施す

べき課題を整理すると、どんな課題があると今

現在執行部として考えておられるのか伺いたい

と思います。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 地域脱炭素ロードマ

ップの中で、地域計画、地域全体の計画をつく

っていきなさいということがうたわれておりま

す。その中で、本市においては、地域全体の計

画というものをまだ持っておりません。ですの

で、地域全体でどのようにエネルギーが消費さ

れていたり、エネルギーが発電されていたりす

るのかというようなところも含めて、そういっ

たところも現状把握をする必要があるというふ

うに認識をしておりますので、まずは現状把握

をした上で、どのようなことが必要なのかとい

うことを考えていく必要があると思っておりま

す。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 私が最初に質問した

ゼロカーボンシティの宣言については、それを

支援する国の制度として、もう現状把握という

のはこれは最初に入っているわけですよね。だ

から、これに手を挙げて、その国の支援制度を

利用するのが私は早道なのかなと思っているん

ですけれども、それは利用するつもりはないと

いうことですか、基盤整備事業です。 
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○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 ゼロカーボンシティ

の宣言をされている自治体においても、これか

ら計画をつくっていきますと、これから課題把

握をしていきますというような自治体が多いの

ではないかというふうに思っております。です

ので、我々としましては、まずゼロカーボンシ

ティの宣言ありきではなくて、しっかり現状把

握をした上でそういった、どういう手だてが必

要なのかということを考えていくほうが先決で

はないかというふうに考えておりますので、国

の支援策も含めて、どのような対策を取ってい

くべきかということを考えてまいります。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 議員から１年間、去

年も含めると２回こんなこと言われてやるって

いうのもちょっと面白くないかもしれませんが、

先ほど１問目で申し上げましたゼロカーボンシ

ティのこの現状把握、計画策定、合意形成とい

うのをサポートするゼロカーボンシティ実現に

向けた地域の対策基盤整備事業というのがある

わけで、ぜひこれも含めて御検討をお願いした

いと思います。 

 そして、驚くほどに国のメニューはもう多く

て、今の基盤整備事業のほかに、ＺＥＨに対す

る支援あるいはＰＰＡ活用の支援とか、驚くほ

どのメニューが今あります。ですから、ぜひ国

のロードマップを踏まえてするって言うんだか

ら、まあ私はそうですかとしか言いようがない

んですけれども。 

 それでは、ちょっと話をずらして、本市の二

酸化炭素削減目標ですけれども、国では２０３

０年までに２６％から４６％と７倍に数値を、

ハードルを高くしてきたわけですが、本市の削

減目標もこれに合わせて変更するということで

よろしいんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 上山市では、環境率

先行動計画を立てておりまして、今のところで

すけれども、２０３０年度の市の施設の二酸化

炭素排出量の削減目標などを設定しております。

これの基となっております環境基本計画なり、

あるいは環境率先行動計画、こちらの計画につ

きましては、環境率先行動計画におきましては、

中間の見直し判断、これについて令和５年度に

おいて判断を行うというふうに一応明記されて

おるところでございますが、見直しにつきまし

ては適宜できるものというふうにもなっており

ますので、そのあたりは必要に応じて見直しを

今後図ってまいります。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 適宜という表現だっ

たんですけれども、国ではもう変更しているわ

けですから、今すぐというふうになるべきじゃ

ないでしょうか、再度お伺いします。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 先ほど市政戦略課長

のほうからもありましたけれども、今後、地域

全体を見据えて計画づくり等も進めてまいりま

すので、そういった状況も見ながらということ

で判断をしてまいりたいと思っております。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 何だかちょっとぴん

とこないんですけれども、国がもうハードルを

ぐっと高くしているわけですから、やはり当然

市もそれに合わせて、まずは現状把握するとい

う工程があってもいいかもしれませんが、これ、

国に合わせざるを得ないと思うんですが、その

認識はよろしいですか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 
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○佐藤 毅市民生活課長 適宜という中でそう

いった見直しを進めてまいりたいと思っており

ます。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 地域脱炭素ロードマ

ップ、国がつくったものですが、それの副題は、

地方からはじまる、次の時代への移行戦略とい

うことでありますし、地方創生を非常に強く意

識したものだというふうにも理解をしておりま

すので、速やかに本市の現状把握から始まって、

課題解決に向けた行動をお願いしたいと思いま

す。 

 国では、全国でモデル地域を１００か所と言

っていますけれども、ちょっとこれからでは本

市が間に合わないと思いますので、それはそれ

として、このロードマップには既に私が質問で

言ったＺＥＨとか、ＰＰＡなども入っておりま

すので、これについてもしっかりお願いをした

いと思います。 

 そして、経済産業省で地域循環共生圏という

ような概念は出しておりまして、エネルギー収

支を、地域のですね、改善し、地域から所得の

流出を防ぐ、富の流出を防ぐということが、足

腰の強い地域経済を構築するのに重要だという

ふうに言っておりまして、環境省で作成した全

国の全市町村のデータベースがあります。それ

によると、本市のエネルギー収支は４７億円の

マイナスです。これをいかに減らすことができ

るかということも大事ですから、ぜひこれをダ

ウンロードしていただいて、環境省の、分析を

していただきたいと思います。環境省がここま

で地域づくりについて真剣にデータを取ってい

るというのに、私自身も驚いたところでござい

ます。 

 あと、民間の戸建て住宅、さっきＺＥＨの話

をしたんですけれども、上山市の工務店あるい

は事業所って言っていいでしょうか、ＺＥＨを

手がけることができる、そして登録をしている

のをＺＥＨビルダーと言いますけれども、２社

私は確認しました。１社には直接出向いて、ど

のような状況で施工を今されているのかという

ことを聞いたんですけれども、ＺＥＨにすると

通常の住宅よりか当然高額になります。ですか

ら、若い人なんかは二の足を踏むこともあるよ

うですが、それだから、ＺＥＨにした場合、長

い期間で見ると、元は十分取れるという調査結

果もありますので、この地元に２社しかないと、

地域内でのお金の循環っていうのがなかなか進

んでいかないんです。ですから、このロードマ

ップの中で、これも入っているわけですから、

国のほうには、ぜひ市としても、これからこう

いった４７億円エネルギー収支がマイナスだと

いう、そういったことも踏まえて、地域内でお

金が回る制度、そして事業者がもっと増えるよ

うなことが必要だと思います。 

 ＺＥＨの事業者版がＺＥＢと言われるゼロ・

エネルギー・ビルディングですが、山形県で初

めてＺＥＢビルダーになった企業が山形市松原

にありますが、そこでは地下水の、地下水は大

体１００メートルから２００メートルの堆積層

の中では水温が１５度だそうです。夏場はその

１５度を利用して冷風を送り込んでおり、それ

をまた地下堆積層に戻すんです。それで、冬は

１５度というの結構温かいというふうに感じま

すから、それにプラスアルファして暖房に使う

と。このやり方を、河北町役場がエネルギー棟

を今造っていて、今月たしか竣工だと思います

が、河北町も地下水を利用した空調設備を始め

るようです。ということで、本市においては、

大分造ってから長い年月ですし、新築でもない
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となかなかこういったものも導入が困難かと思

いますけれども、広い視野を持って事に当たっ

てほしいと思います。 

 それから、いわき市にもメガソーラーと言わ

れるものがあるそうですが、そこは研究者によ

ると、５００億円の収益が事業者に入っている

と。ただ、その事業者は東京のほうなんです、

域外の事業者。ですから、地元には固定資産税

ぐらいしか入らないと。この５００億円という

のはいわき市の市税収入に匹敵するということ

でありまして、うちにもメガソーラーと言われ

るものはあるようですけれども、地元の住民、

地元の企業、地元の人が主体となってつくらな

いとお金の循環っていうのは起きないというこ

とになりますので、その辺もぜひ御留意をいた

だきたいと思います。現在、最上町では、住民

が中心になって、ご当地電力をつくろうと検討

を進めています。山形では東根にさくらんぼ市

民共同発電所があったり、あと庄内にも１か所

あるんですけれども、どうですか、電源をやっ

ぱり地元でつくって地元で消費をするというエ

ネルギーの地産地消について、上山でも市ある

いは事業者でもいいんですけれども、そういっ

たものができれば大変いいと思いますが、ご当

地電力、ご当地発電所、これについて今現在、

市で考えがあればお聞かせください。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 ご当地電力については、や

はり事業者が出てこなければ基本的にはできな

いということでございますが、ただ、やはり現

在、再生可能エネルギーですか、上山市の太陽

光については山形市を上回っているような状況

にもございます。ですから、上山市、意外と農

地を利活用したソーラー発電もやっております

し、あと大々的には西部牧野ですか、あそこで

もやっていただいております。 

 ただ、これからは駅東開発が始まりますけれ

ども、その中では、ただ住宅地を増やしていく

ということじゃなくて、やはりそこで消費電力

を賄うとか、いわゆる魅力ある住宅といいまし

ょうか、そういうものはぜひやっていきたいね

という考え方を基本的に持っております。そう

いうことも含めながら、やはり議員御指摘あり

ましたように、自家電力、そして自家消費と、

経済地域内でお金が回るというようなことをこ

れから大いにやっていく必要がありますし、そ

れは大々的でなくとも結構なわけでございます

ので、基本的にはそういった、いわゆる脱炭素

社会というものをさらに進めていかなければと

いうふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 枝松直樹議員。 

○１２番 枝松直樹議員 本市はクアオルトの

まちとしてバスにもラッピングしてありますけ

れども、あれとすごく親和性が強いと思うんで

す。この再生可能エネルギーは。それで、東北

電力から買っている人がほとんどかもしれませ

んけれども、自分の屋根で発電したものを使え

るということについては、長い目で見れば出資

としてはプラスになりますし、私自身は自宅で

昨年から熱をつくっているんですけれども、こ

の時期ですと７０度以上の熱もつくれます。ぜ

ひそういうふうに自然と一体化した電源構成を

しながら、暮らしやすい、まさにクアオルトの

まちになるように、市長、ぜひこの先の努力を

してください。 

 個別のことは、これから検討するということ

でありましたので、今日のところはこれにて終

わりたいと思います。ありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、１５番大沢芳朋議

員。 
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〔１５番 大沢芳朋議員 登壇〕 

○１５番 大沢芳朋議員 議席番号１５番、会

派孝山会、大沢芳朋でございます。 

 通告に従いまして質問いたします。 

 最初に、新型コロナウイルス感染症収束後を

見据えた本市のシティプロモーションについて

質問させていただきます。 

 令和元年末にＷＨＯに報告され、世界的な感

染が確認された新型コロナウイルス感染症は、

１年以上が経過いたしましたが、その間、ウイ

ルスはアルファ株、ベータ株、ガンマ株と変異

を繰り返し、特にインド由来のデルタ株が確認

された後、感染者が増え、感染拡大の第５波の

到来により病床確保も厳しい状況が続いており

ます。また、７月にはラムダ株が、先週には新

たにミュー株が、国内で初めての感染が確認さ

れております。 

 新型コロナウイルス感染症は世界的に恐れら

れており、日本以外の国ではロックダウンまで

行われておりますが、理由として、感染者の死

亡する割合が季節性インフルエンザの数十倍と

言われているからであります。主な主因は肺炎

であります。ウイルスは自身で増殖することは

できません。したがって、生物の細胞の中に侵

入し、感染した生物の生態システムを利用する

ことによって自身を増殖させます。この感染、

増殖が喉の細胞で発生するとウイルスに抵抗す

るための炎症反応が喉で起き、痛くなります。

肺までウイルスが到達して肺の細胞に感染、増

殖すると、肺炎を発症し重症化してしまいます。 

 本年２月より、日本でもワクチン接種が開始

されておりますが、ワクチンとはウイルスの一

部を含んだ薬であり、ワクチンを接種すると体

は敵が侵入したと認識し、その敵と闘うため活

動を開始いたします。この細胞の集積や敵に対

する抗体作用が行われる反応を免疫反応と呼ん

でおりますが、免疫反応が一度起きると一定期

間その情報が体内で維持されるため、もう一度

同じウイルスが侵入した場合に素早く抗体を作

成し、ウイルスを攻撃できるようになります。

つまり、ワクチンを使って事前にウイルスの情

報を体に覚えさせることによって、実際に感染

した場合に素早く反応できるように準備をし、

素早く反応できれば体内でウイルスが増える前

に排除できる可能性が高まり、発症予防や重症

化予防の効果が期待できるようであります。 

 本市においては、８月２３日現在、１２歳以

上の対象者が２万７，５７３人。その中で６５

歳以上の対象者は１万２，０３６人中、１回目

接種者が１万５０２人、８７．６％、２回目接

種者が１万２５８人、８５．２％。１２歳以上

の全対象者では、１回目接種者が１万８，２６

９人、６６．３％、２回目が１万３，３３９人、

４８．４％になっておりますが、１２歳以上の

対象者が終了するには１１月くらいまで時間が

かかりそうであります。特に重症化しやすい高

齢者は、早急にワクチン接種を受けることが大

切です。 

 このような中、山形県においても毎日数十人

の感染者が報告されており、予断を許さない状

況であります。収束がいつ頃なのか、ワクチン

の接種後なのか、新たな経口投与可能な治療薬

登場までかかるのかは予想がつかない現状では

ありますが、本市においてコロナ収束後を見据

えたＰＲは重要と考えているところであります

ので、以下、４点について質問いたします。 

 １番目、本市ワインのブランド化を推進する

ためのワイン複合施設建設について伺います。 

 第７次上山市振興計画施策３－１－２に農産

物販売額の拡大が掲げられております。目標と
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して、農産物のブランド化と販路拡大がありま

す。その中に、作付する農産物の種類や品目を

厳選し、品質向上対策や多様な販売方法の促進

を図り、地理的表示（ＧＩ）保護制度の取得等

高品質化及び他産地との差別化を推進するとあ

ります。さらに、２として、かみのやまワイン

による地域振興があり、地域資源であるワイン

をキーワードとして生産、醸造、消費の拡大に

取り組むとともに、各分野連携による相乗効果

により農業経営の安定と地域振興を図りますと

いう目標が掲げられております。 

 そうした中、山形県産特定品種の県産ブドウ

のみを原料とし、決められた製法を守ることが

条件となる県内ワイナリーが生産するワインが、

地理的表示、ＧＩの指定を受けたと６月３０日

付で国税庁から発表されました。これは、県ワ

イン酒造組合が進め、その中には本市ワイナリ

ーも含まれております。年３回以上の審査を行

い、合格したワインにはＧＩ指定を示すマーク

などをつけて出荷することができるようになり

ます。本市においては、良質な醸造用ブドウが

栽培され、好評価を得ながら産地拡大にも努め

ているところですが、さらなる販路拡大を進め

る必要があると認識しているところです。 

 コロナ禍の中、今までのワインによるイベン

トなど中止に追い込まれている現在、新たな情

報発信が必要と考えます。本県でいえば、近隣

の高畠町にある高畠ワイナリーのように、ワイ

ンショップ、フードコーナー、ドリンクコーナ

ーを兼ね備えた複合施設、本市のワインの販売、

試飲、食事ができるようなワインに特化した複

合施設を建設するなどすれば、ワインバルなど

とも連携も図れると思いますし、ブランド化推

進に向けて考えてはいかがでしょうか。市長の

御所見を伺います。 

 次に、長距離トラックを利用したラッピング

等による情報発信について伺います。 

 平成３０年度、本市とゆかりのある人や本市

へ複数回ふるさと納税をした人などを対象に、

かみのやまファンクラブＥＮＧＩＮＥ～縁人～

が立ち上げられ、東京で設立レセプションが開

催され、多くの参加者に登録していただきまし

た。その後、令和元年に同僚議員の意見を聞き

入れ、仙台市においてかみのやまファンクラブ

ｉｎ仙台を開催するなど、本市の魅力発信に御

尽力いただいていることに対し、深く感謝して

いるところです。私も参加させていただきまし

たが、すばらしい取組だと感じました。 

 新型コロナウイルス感染症がいつ収束するか

分からない現在、先ほども申し上げましたが、

本市で進めているシティプロモーション活動が

大丈夫なのか心配している一人として提案させ

ていただきます。 

 新型コロナウイルス感染症収束後がいつなの

か、イベント開催がいつできるのか、二、三年

先なのか、５年先なのか、現状分かりません。

しかし、それを見込んだ対策をしていかなけれ

ばなりません。私は、とにかく人の目に映る広

告活動が重要で、非常に効果があると確信して

おります。 

 南陽市では、ラーメン課を立ち上げ、なおか

つ、トラックにラーメンのラッピングを施し、

首都圏を走らせ、走る広告塔としておりますし、

県内でも多くの自治体で採用しています。 

 本市においても、ワイン、クアオルトでのＰ

Ｒは可能と思います。本市には物流会社も数社

あります。また、新たな倉庫会社も新規開業い

たします。それらの会社に依頼し、本市でラッ

ピングを施し、首都圏を走っていただき、コロ

ナ禍以前の今までの取組を無駄にしないよう、
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さらなる情報発信が必要と考えますが、市長の

御所見を伺います。 

 次に、３番目として、プロ野球等テレビ中継

を活用したＰＲについて伺います。 

 東日本大震災の年、プロ野球日本シリーズに

おいて優勝したのが、東北に本拠地を置く東北

楽天イーグルスです。そのときのキャプテンが、

現在ヤクルトスワローズに在籍している嶋選手

であります。２０１１年４月２日、彼のスピー

チにどれだけ勇気づけられたか。皆さんも御存

じだと思いますが、頑張ろう東北、支え合おう

日本という名言でスピーチをしています。 

 現在もテレビ中継は年に数回全国ネットで放

送されておりますが、大リーグから楽天に戻っ

た田中選手の影響もあり、かなりの視聴率をキ

ープしております。私も中継を見ますが、バッ

クネット下に広告を出せるスペースがございま

す。ここを本市の知名度アップに使えないかと

思い提案いたします。 

 ２年ほど前には、近隣の町、高畠町が広告を

出しておりましたし、最近では、北秋田市、上

小阿仁村も広告を出しておりました。全国ネッ

ト視聴率平均１４．４％、最高視聴率１８．

６％で、テレビ映りが非常に多い広告枠であり

ます。かなりの人の目に映りますし、本市の名

前をＰＲするには非常に効果があると確信いた

します。また、Ｊ２モンテディオ山形のテレビ

中継などでも広告に使用できると思われますが、

市長の御所見を伺います。 

 次、４番目といたしまして、イベント告知看

板の設置について伺います。 

 コロナ禍の中、本市みはらしの丘にある大型

倉庫店舗は、市内外また県外から多くの買物客

が訪れております。土日などは、国道４５８号

線を福島、新潟ナンバーの車が多く走っており

ます。土曜日に来て宿泊し、日曜日に買物をし

て帰る方もいらっしゃいます。そこで多くの方

が石曽根、川口地区より大型倉庫店を目指し、

国道４５８号線を走行いたしますが、コロナ禍

の中、開業当初時より市内に立ち寄る方が少な

くなっていると感じております。 

 新型コロナウイルス感染症が収束すれば状況

も変わると思われますが、本市のイベントを告

知できる、来訪者にお知らせできるような、目

に留まるような広告看板を国道４５８号線沿い

に設置すれば、多くの方がワインバル、カセ鳥、

かかし祭、上山城まつりなどに興味を示してい

ただき、宿泊者も増え、多くの方の来場が見込

まれると思います。新型コロナウイルス感染症

収束後を見据え、本市の活性化に向け設置すべ

きと考えますが、市長の御所見を伺います。 

 最後に、２といたしまして、市営バスの増便

や逆回りによる利便性向上について伺います。 

 平成３０年１０月より現在の市営バス路線に

なり、乗客の利便性を考慮し、住宅街を走行す

るなど、市内中心街を３０分程度の時間をかけ、

高齢者支援を含め走行していただいております。 

 しかし、現状を見てみますと、１日平均乗車

数１５人程度で運行しているようであります。

利用者からは大変喜ばれているとお聞きしてお

りますが、もう一台バスを増やし、１５分間隔

もしくは逆回りにすれば、さらなる乗車数の確

保、また利便性の向上も図れるのではと、市民

の方からもお話をいただいているところであり

ます。 

 市営バスの利便性が向上すれば、通勤等で利

用する方も増えることが予想されます。また、

市役所職員にも通勤等でぜひ利用していただき

たいと考えるものであります。経費等問題もあ

ろうかと思いますが、さらなる乗車率向上、市
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民の利便性確保のため、市長のお考えを伺いま

す。 

 以上で終わります。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員への答弁の

前に、この際、１０分間休憩いたします。 

    午前１０時５５分 休 憩 

                  

    午前１１時０５分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 大沢芳朋議員の質問に対する答弁を求めます。

市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １５番大沢芳朋議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、新型コロナウイルス感染症収束後を

見据えた本市のシティプロモーションについて

申し上げます。 

 本市のワインのブランド化を推進するための

複合施設建設につきましては、今後、民間事業

者が複合施設を建設する希望があれば、土地の

マッチングや有利な支援制度の活用など、関係

機関と連携して支援をしてまいります。 

 長距離トラックを活用したラッピング等によ

る情報発信、プロ野球等テレビ中継を活用した

ＰＲ、イベント告知看板の設置につきましては、

プロモーションをする内容や目的に対して、効

果的な手段かどうかを検証した上で判断をして

まいります。 

 次に、市営バスの増便や逆回りによる利便性

向上について申し上げます。 

 市営バスの運行につきましては、市民ニーズ

や想定される乗車人数等を考慮し、主に通勤、

通学や通院の時間帯に合わせ、１日１０便の運

行をしております。全般的に公共交通は、利便

性につながる費用と効果を総合的に判断する必

要があり、現在の市営バスの乗車人数等を考慮

すると、増便は考えておりません。 

 また、市営バスの逆回り運行につきましても、

運行導入時に検討いたしましたが、多くのバス

停が道路を挟んで２か所に設置することとなり、

利用者に混乱を来すおそれがあることから導入

をしておりません。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 それでは順次質問を

させていただきますけれども、ワインのブラン

ド化ということで、答弁では、民間事業者が複

合施設を建設すれば支援を行っていくというよ

うなことでございますが、私が質問したのは、

市でやる考えはないのかということでございま

す。それについて、やるかやらないか、市長の

御所見を伺いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 答弁したとおりでございま

して、現時点におきましては、やはり民間活用

というようなことを考えておりますので、主体

的には民間の事業展開に委ねるといいますか、

そしてまた、それに対しては、どういうことが

お手伝いできるのか、そんなことも含めながら

まずは進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 分かりました。 

 ただ、このお答えの中に、土地のマッチング

や有利な支援制度の活用ということで関係機関

と連携して支援していくというようなことがあ

りますけれども、実際にそういった話は本市の

ほうにあるのかどうか伺いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 農林夢づくり課長。 

○漆山 徹農林夢づくり課長 昨年、久保手地
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区のほうにベルウッドヴィンヤードが新設され

ました。その際にも土地のマッチング、有利な

補助支援ということで支援をしてまいりました

けれども、今後、現在のところ、５件ほど設立

を希望している、具体的に希望されている方が

いらっしゃいます。その中で、やはり場所、市

内のどちらに建設したいかということを聞き取

りしながら、また、そういった複合施設も建設

したいという希望があるとすれば、それについ

て我々も一緒に検討してまいって支援をしてい

きたいというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 今の課長のお答えで

すと、久保手地区のほうということですけれど

も、私の趣旨とすれば、本市の駅前もしくは飲

み屋街といいましょうか、飲食店街辺りに別個

につくれたら、相乗効果もあって非常にこのワ

インというものを、本市の優れたワインという

ものを皆さんに知ってもらえるいい機会だとい

うことになるのではないかということでの質問

なんですけれども、このたび、１問目でも言い

ましたけれども、ＧＩの認定も受けたというこ

とで、どうやってこれを全国発信していくのか

ということを考えたときに、いろんな手法を使

って全国にＰＲするのか、それとも、一切かみ

のやまワインを外に出さないで、上山に来ても

らわないと飲めないというようなそういったこ

と、どちらかは考えられると思いますけれども、

まずは市内にあってしかるべきだというふうに

思っての質問でございます。まちなかにあれば

非常にいいと思いますけれども、市長、その辺

はどのようにお考えでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 いろいろ考えられるわけで

ございまして、先ほどの久保手の件については、

ベルウッドヴィンヤードがまず自分の醸造量を

考えたときに、そういったレストランとか、い

わゆる自家消費といいましょうか、そういうこ

とを考えられたんだと思います。 

 上山全体でこのかみのやまワインを発信して

いくということになれば、やっぱり自家消費と

いう部分もかなり重要な位置づけになると思い

ます。しかし、我々も旅館に対してワインセラ

ーの補助事業とか、そういう取組もしてきまし

たけれども、それは旅館内での消費なわけでご

ざいまして、まちなかでの消費というのは現時

点において行っておりませんので、ですから、

将来に向けての自家消費と、いわゆる市内消費

ということを考えるならば、やはりまちなかに

あってもいいのではないかなということについ

ては、基本的には考えを持っております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 市長の考え、分かり

ました。答弁の中に、有利な支援制度の活用と

いうふうなことも答弁にありましたですけれど

も、例えば、赤坂の産業団地辺りで、要するに

固定資産税とか、そういったものもある程度の

期間免除するといったような取組もありました

ですけれども、そういった、もしまちなかにそ

ういった一般企業の方がワイナリーを造りたい

とか、そういったことがあれば、そういった取

組も考えられると思いますが、その辺について

はどのようにお考えでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 産業団地については御承知

のとおりでございますが、それがまちなかの自

家消費につながる施設等についての補助制度が

必ずしも一致するかどうかは分かりませんけれ

ども、やはりそういうふうな、今までもそうい

う事業等については補助制度といいましょうか、
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お手伝いをさせていただいてきておりますので、

制度上での格差はあるかどうかも分かりません

けれども、基本的には御支援をさせていただき

たいというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 分かりました。 

 先ほど言いました本市のワインもＧＩを取得

したということで、先ほどの課長の答弁でも、

あと５社ほど起業したいというようなお話もあ

ります。 

 塚田前副市長、その前の木村副市長、退任さ

れるとき、私個人的に、今後、上山を何で売り

出していったらいいでしょうねというふうに聞

きました。二人とも、ワインで行きましょうよ

というような答えといいましょうか、ワインで

行ったらいいんじゃないですかというようなこ

とを言われました。 

 いろんな情報発信のやり方もあるとは思いま

す。特に観光・ブランド推進課長からは常任委

員会のほうで、上山いいところたくさんありま

すというようなお話も伺っているところでござ

いますが、情報発信として、じゃあワインはど

う発信していくのか。例えば、このワイン酒造

組合に入っている、たしか１７社ございます。

上山は２社ほど入っているとは思いますが、と

にかく情報発信、知ってもらわないと、本市の

ワインだって売れないわけでございますが、本

市のワインをどう宣伝していくか、お考えを伺

いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 観光・ブランド推進課長。 

○安田紀之観光・ブランド推進課長 ワインに

限らず、常任委員会等でも御答弁させていただ

いたとおり、本市を代表する魅力的な観光資源

というのはたくさんあるというふうに考えてお

ります。後ほどの質問等にもあるいろいろな媒

体等はございますけれども、これから上山市の

知名度を認知をアップしていくための手法とい

うのは、様々なものがあると思います。今現在、

コロナの状況でリアルな体験はできないでおり

ますけれども、いわゆるバーチャルな部分での

体験とかも含めたいろいろな手法があるかと思

いますので、それらを含めて総合的に検討して

まいりたいというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 ぜひ、課長が主体と

なってぜひ進めていっていただきたいと思いま

す。民間からそういった話があれば支援して、

しっかり対応していくというお答えですので、

この件については、そういった話があればぜひ

よろしくお願いしたいというふうに思います。 

 次に、長距離トラックにラッピングをして首

都圏を走るのはいかがかというような質問です

けれども、例えば、山形県内で新庄市は、１１

トントラック６台を使って新庄まつりのＰＲな

どもしております。それをやってどうなのかと

いうようなことですけれども、答えの中には、

いろんな手段を検証した上で判断していくとい

うことでありますけれども、新庄市の場合です

と、首都圏を走らせてどういった反応があった

かというと、トラックによく手を振ってくれる

方がいらっしゃるということでございます。ま

た、トラックに寄ってきていただいて、これど

ういうものなんですかというように聞いてこら

れる方もいらっしゃるというふうに聞いており

ます。 

 コロナ禍の中、１問目でもお話ししましたけ

れども、イベントがいろいろできないわけでご

ざいます。そういった中、やっぱり上山市の知

名度を上げるために、特にさっきも言いました

ワインもしくはクアオルトでもいいと思います。
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特に、ワインよりクアオルトのほうがいいかな

とはいうふうに思いますけれども、いろいろ上

山を、そういったものを目で見て、どういった

まちなのかというふうに考えてくださる方も多

くいらっしゃると思います。ぜひ、これはすぐ、

ぜひやっていただきたいと思いますが、市長に

伺います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 長距離トラックということ

でございますが、我々の頭に浮かんでくるのは、

果たして、長距離トラックは高速を通って市場

に行くんじゃないかなというのが我々の頭にあ

ります。やはりせっかく宣伝をするならば、例

えば、銀座とか、あるいは東京駅とか、ああい

うところをやっぱり回っていただくのがより効

果的だと思いますので、その長距離トラックが

果たしてどういうルートで東京都内を回ってい

るのかどうか、そういったこともやっぱり検証

して、より、やればいいということじゃなくて、

やるならばやっぱり効果がなければならないわ

けでございますので、そういった面も含めて検

証したいということでございます。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 この質問に当たりま

して、大型トラックを販売している営業マンの

方にもお聞きしました。今市長がおっしゃった

のと同じことを言いました。大きいトラックだ

と高速道路を走るんだよと、人の目にはつかな

いかもしれないと。そのほかに、小さいやつも

あるだろうと。小さいやつだったら、それこそ

市長が今おっしゃったとおり、首都圏の中を走

る、そういったことも可能だということで、そ

れをやっている市町村もたくさんあるというよ

うなお話も聞いております。いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 ですから、そういうことを

検証するということでございます。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 ぜひ、よその市町村

もやっていることですし、本市が初めてではな

いわけでございますが、ぜひ検証していただい

て、進めていっていただければと思います。コ

ロナ禍であるから今しておかなきゃいけないと

いうふうにだけはお話を申し上げておきます。 

 次に、プロ野球等を活用した広告ということ

ですけれども、これも検証した上でということ

でございますが、２年前に本県の高畠町が広告

を出しておりました。今年に入って、私たまた

まテレビをつけましたら、秋田の北秋田市、上

小阿仁村というところが広告を出しておりまし

た。北秋田市が人口約３万１，０００人、上小

阿仁村が２，０００人という、そう人口が多く

ない村でございますけれども、やっぱり私が思

うには、自分の市、村をＰＲしたいという強い

思いがあって、ある程度予算を使ってでも広告

を出したいというようなことでやられたんだと

思います。 

 本市においても、私の息子が大学に入学して

静岡に行って、北は北海道、南は九州から学生

が来ておりまして、山形県何有名だというふう

に聞いたら、やっぱりサクランボと言うんです。

温泉地っていったらどこだって言ったら銀山温

泉ってしか言わないんです。そういったことを

含めると、やはりそういった広告っていうのは

非常に重要だというように思います。市長に聞

いても、先ほどのように検証しますということ

で終わるかと思いますけれども、私は息子の同

級生からそういったことを言われて非常に悔し

いわけです。今回の質問は、上山市をどうやっ

て全国にＰＲしたいかというようなことでござ
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います。その点、市長、どのようにお考えでし

ょうか、お聞きいたしたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 サッカーであったり、いろ

んなスポーツ、バスケであったり、いろいろあ

るわけですから、その辺はどこがどの場面、バ

ックネット下に映るのが最もいいのかというこ

とだと思いますし、北秋田市の市長は、知り合

いでございますので、ちょっと電話でもして聞

いてみたいというふうに思っています。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 ぜひ効果があったと

いうふうになれば、市長、ぜひやっていただき

たいというふうに思います。ぜひすぐにでも電

話してください。よろしくお願いいたしたいと

思います。 

 次に、イベント告知看板ということですけれ

ども、この答えも検証した上でというふうにな

っておりますが、市内の国道１３号線沿いにあ

る商業施設の近くに、やぐらが立っております。

あそこに関して、検証して建てたんだろうとい

うふうに思います。どういった検証をしてから

あれを建てたんでしょうか。１点伺いたいと思

います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 あれはやっていないわけで

すから、検証のしようがないんですよね。あそ

こに何で建てたかということは、あの国道１３

号バイパスを行くときに、上山市にどの道路か

ら入ればいいんだという声がございました。そ

ういうことで、あの道路が一番中心市街地に入

る道路としてはふさわしいだろうというような

ことで、あそこに建てさせていただきましたが、

それもかかし祭とか、あるいは、もう一つ何か

な、看板を変えることもできるんですが、ただ、

あそこ変えるのに１５万かかるというようなこ

とでございます。いずれにしてもあの件につい

ては検証はしておりません。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 やぐらのほうは分か

りました。 

 私が質問したのは、大型倉庫店ができたので、

旧国道１３号線、今の国道４５８号線がまず車

の流れが多いということで、それをみすみす見

逃すことはないんじゃないかと。看板を設置し

て、要するに、看板について県の条例とか、い

ろいろ話も聞きましたけれども、なかなか難し

いような話も聞きましたけれども、私からすれ

ば、できないことはないと思っての質問なんで

すが、看板を入替えできる、そういったやり方

をすれば、今先ほどやぐらで１５万、私３０万

って聞いていたんですが、１５万程度でできる

ようなお話ですけれども、安価にそういった対

応もできると。これは今コロナ禍の中ですから、

今すぐそれやったらどうだっていうことではあ

りませんけれども、コロナ禍を見据えたときに、

やっぱりそういったものが必要ではないかとい

うことでの質問ですが、市長も大型倉庫店に入

ったとき何回もあろうかと思います。あそこ入

ってすぐ左側に大型テレビが売ってございます。

市でああいったものを購入して、あそこ入り口

のところに広い窓のスペースございますけれど

も、例えばの話ですけれども、そういったとこ

ろに大型倉庫店からテレビを購入して、本市の

シティプロモーション、プロモーションビデオ

を流すとか、そういったことも一つの戦略とし

て十分考えられるとは思います。そういったこ

ともぜひ考えていただきたいと思いますけれど

も、ぜひこれは今後考えていただきたいという

ふうに思います。 
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○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 コストコの件でございます

が、実はコストコが出たときに交渉いたしまし

て、市の観光案内所つくらせていただきました。

今はございませんけれども、その経過等につい

て観光・ブランド推進課長から説明させます。 

○長澤長右衛門議長 観光・ブランド推進課長。 

○安田紀之観光・ブランド推進課長 補足させ

ていただきます。 

 当初、観光案内所はコストコに期間を限定し

て設置しているものでございます。その期間が

終了したことに伴いコストコとの協議を経て撤

去というような形になっております。 

 議員がおっしゃるような今後の展開といたし

まして、可能性を否定するものではございませ

んが、そのほかの媒体、ツールですね、屋外媒

体も含めたそういったものと併せて検討してい

くものというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 看板が駄目でしたら、

ぜひそういったことも考えていただきたいと思

います。両方やっていただければ何よりですけ

れども、今後取り組んでいただければなという

ふうに思います。 

 最後に、市営バスの増便と逆回りということ

でございますが、以前、仙石地区を試運転とい

いましょうか、そういったことを一度していた

だいていたかと思います。答弁の中では、増便

は考えていないというようなことでもございま

す。また、逆回りにすれば利用者の混乱を招く

おそれがあるというような御答弁ですけれども、

試験的に逆回りしてもいいと思います。１５分

間隔というような市民の声より、逆回りですと

その利便性が向上するんではないかというよう

なお話をいただいているところでありますが、

試運転とか、そういったことも考えていただけ

ないかと思います。いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市政戦略課長。 

○冨士英樹市政戦略課長 試運転とは申しまし

ても、警察協議等必要でありますし、バス停の

設置も当然ながら必要になってまいります。で

すので、試験的導入にしてはかなり費用がかか

るという現状でございますので、３０分間程度

の１周運行でございますので、一番長くかかる

方にとっても許容の範囲ではないかなと思われ

ますので、そういった観点で、逆回りというの

は今のところ考えていないところでございます。 

○長澤長右衛門議長 大沢芳朋議員。 

○１５番 大沢芳朋議員 考えていないという

ことですので、これ以上何とも言えませんけれ

ども、反対側にバス停設置するっていっても、

少し真向かいじゃなくてずらせば、車の方向は

一緒ですので可能かとは思いますけれども、ぜ

ひそういった市民のニーズもあるんだというこ

とを今後とも考えてもらえればというふうに思

います。 

 最後になりますけれども、より多く上山市を

全国にアピールするために、今後とも担当課に

おかれまして頑張っていただけますようにお願

いして、私の一般質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、１０番中川とみ子

議員。 

〔１０番 中川とみ子議員 登壇〕 

○１０番 中川とみ子議員 議席番号１０番、

市民クラブ、中川とみ子でございます。 

 官民協働による美化活動について。 

 １番目として、ごみ拾いイベントの開催によ

る美化活動の推進。 

 新型コロナウイルス感染症と、聞き慣れない
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言葉だと思いながら２年近くになろうとしてい

ます。しかし、いまだに感染予防のために３密

を避け、手洗いやマスクの着用が不可欠な毎日

です。今後とも、市民の皆さんにおかれまして

は、命と健康を守るため、十分気をつけてお過

ごしいただきたいと思います。 

 さて、今年も暑い日が続きました。九州の大

雨による川の氾濫、熱海の土砂崩れなど、想像

できない災害に見舞われており、そのようなこ

とを考えると切なく、亡くなられた方には謹ん

でお悔やみを申し上げます。 

 そして、コロナで療養されている方、けがで

療養されている方には、一日も早く回復される

ことをお祈り申し上げます。 

 また、本市においても、昨年のような水害が

起こることのないよう祈るばかりでございます。 

 このたびは、２点について質問させていただ

きます。 

 １点目は、官民協働による美化活動について

です。 

 美化活動については、市内にたくさんのボラ

ンティアグループや団体があり、朝早くから花

壇の整備や草取り、ごみ拾いなど、地域の美化

に努めてくださっています。おかげさまで、手

入れが行き届いた花壇やきれいなお花が咲いて

いるポケットパークなどを見ると、ほほ笑まし

く心が癒やされます。このように、上山市には

美化活動に関わっている団体がたくさんありま

すし、地域の公園は地区の方に環境整備をお願

いしているとのことです。また、個人で美化活

動をしている方もよく見かけますので、多くの

方が美化活動に関わっているものと思います。 

 参考までに、美化活動については、官民協働

で進めているアダプト・プログラムがあります。

アダプトとは、英語で○○を養子にするという

意味です。実施者は飲料メーカー６団体で構成

される食品容器環境美化協会で、一定区画の公

共の場所を養子に見立て、市民が我が子のよう

に愛情を持って面倒を見、行政がこれを支援し

ます。面倒を見るというのは清掃美化を行うと

いうことですが、市民が我が子を育てるように

公共の場を掃除したり、草を取ったり、花を植

えたり、美化に努め地域に貢献するボランティ

アです。 

 公益財団法人食品容器環境美化協会のホーム

ページに掲載されているアダプト・プログラム

の２０２１年２月末現在の導入概況を申し上げ

ますと、実施自治体は４１８自治体、プログラ

ム数は約５８３プログラム、参加団体数は４万

７，０００団体以上、活動者数は約２６０万人

です。山形県においてアダプト・プログラム制

度を導入している自治体は、山形県をはじめ、

米沢市、東根市、真室川町、川西町です。東根

市では５６団体８９個人１，１７２人の参加、

米沢市では１７団体５２６人の参加、真室川は

８団体２５１人の参加、川西町は８団体２５３

人の参加です。上山では美咲町地区会が山形県

のアダプト・プログラムとして登録し、まちづ

くりや美化活動等を実施しております。 

 美化活動は、防災、防犯にまで関わり、安心、

安全、快適に過ごすためにはとても大事なこと

です。特に観光地でもありますので、観光客を

迎えるに当たり、ごみのない、雑草のない、き

れいな町で迎えたいと考えているのは私だけで

はありません。この状況をこれからもずっと続

けていく必要があるのは皆さんも分かっていま

す。 

 そこで、ごみ拾いイベントの開催による美化

活動の推進を提案したいと思います。 

 最近では、美化活動の捉え方が変わってきて
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いるようで、２０１９年からスポＧＯＭＩ甲子

園という、全国の高校生が各エリアでごみ拾い

を競い合い、高校生ごみ拾い日本一を決める大

会がスタートしました。３名でチームを組み、

競技時間は６０分間、ごみの量と質を競い合う

地球に最も優しいスポーツです。開催エリアは、

昨年の２５エリアから３０エリアになったそう

です。海洋ごみ問題への気づきをテーマに開催

されるこの大会は、次世代へ海を引き継ぐため

に海を介して人と人とがつながる日本財団海と

日本プロジェクトの一環です。最近よくテレビ

でも見ることがあります。 

 ２０２０年には山形県大会が開催され、馬見

ヶ崎河川敷で３６チーム１０８名が参加し、優

勝は山本学園高等学校でした。参加した感想は、

きれいだと思っていたけれども、よく見るとい

ろんなごみが捨てられていることが分かったそ

うです。今後、参加した学生はポイ捨てなどし

ないことでしょう。この大会の参加者数からも

分かるように、山形の高校生の環境意識の高さ

には驚いたところです。 

 そこで、ごみ拾いのイベント開催の推進、例

えば、上山城と桜を見ながら美化活動を行い、

帰りは共同浴場で湯ったりとか、フルーツライ

ンを歩いて果樹の花を見ながらの美化活動を行

い、その後にワインで乾杯等、様々なアイデア

を凝らしながら、若者も参加しやすいような官

民協働で上山をきれいなまちにするための取組

が必要だと思いますし、かつ、これを継続して

取り組んでいく必要があると思います。そして、

年代を問わずに美化活動に参加してもらえるよ

うなイベントが必要であると考えます。 

 ごみ拾いイベントの開催による美化活動の推

進について、市長の御所見を伺います。 

 ２番目として、ＲＶパークの整備についてで

す。 

 一般社団法人日本ＲＶ協会のホームページに

よると、ＲＶパークとは、快適に安心して車中

泊ができる場所を提供するために定めた条件を

満たす車中泊施設ということで、認定施設数は

２０２１年８月時点で２２１件とされており、

山形県内を見ますと、高畠町では道の駅たかは

たに利用可能台数４台分があり、高畠ふれあい

市の多目的広場に４台分、町内の旅館に２台分、

村山市では碁点温泉に１１台分の利用可能台数

があります。また、天童市内の旅館や小国町の

オートキャンプ場にもＲＶパークがあります。

２０１２年頃のキャンピングカー保有台数は８

万５００台と言われておりましたが、２０２１

年には１２万７，４００台にまで増えているそ

うです。 

 ２年以上前になると思いますが、茨城県笠間

市から車で上山を訪れてくれた御夫婦がおり、

お城があり、空気もきれいでとてもよいところ

だと気に入ってくれました。観光しながら、食

事の際は地元の人と会話をして思い出づくりを

して帰りたいとのことでした。あるお店で偶然

居合わせて知り合いになったのですが、観光で

きる場所などの話を店の人としながら、明日は

朝に共同浴場に行き、観光しながら昼食を食べ

て帰りますということでしたので、上山はどこ

の食堂に入ってもおいしいことをお伝えしまし

た。感動したのはその後です。この御夫婦は、

上山市に３回ほど足を運んでくれました。車は

キャンピングカーで、大きい車ではないのです

が、車中泊をするのにトイレは必要ですから、

十日町の市で運営されている駐車場に置かせて

いただきましたとのことでした。そこで、この

方は、「ＲＶパークが設置なっていれば、料金

を払って安心して駐車できるので、上山に設置
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なりませんか。電源があればなおありがたいの

ですが、バッテリーを持って歩くのでなければ

ないで大丈夫だし、仲間もいるので宣伝もでき

ます」とおっしゃっておられました。 

 このように、ＲＶパークを利用した方からリ

ピーターになって何度も足を運んでもらい、上

山のファンになってもらうことで、多くの人か

ら上山市に訪れてもらい、共同浴場に行っても

らったり、市内の食堂で食事を取ってもらった

り、市内の観光地を巡ってもらったりと、経済

効果を生むことが必要であると考えます。 

 ７年ほど前に似たような質問がされておりま

すが、新型コロナウイルス感染症拡大第５波に

直面していると言われている中で、当時と今で

は多少状況が変わっていると感じております。

コロナ禍の現在、キャンピングカーを購入し、

観光地などを家族で巡っているという話をよく

聞きます。観光地上山、これからの観光形態は、

以前のように大型バスでの旅行形態から家族や

友人との車移動などに変わりつつあるとも感じ

ています。 

 ごみは持ち帰る、アイドリングはしないなど、

ルールは決める必要があると思いますが、まち

なかに電源を備えたＲＶパークを設置すること

について、市長の御所見を伺います。 

 以上で壇上から終わります。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １０番中川とみ子議員の御

質問にお答えいたします。 

 初めに、ごみ拾いイベントの開催による美化

活動の推進について申し上げます。 

 本市では、地区会、衛生組合、事業所及びボ

ランティア団体におきまして、幅広い年代の方

から環境美化運動に取り組んでいただいており

ます。また、市民参加による環境美化運動を推

進するために、衛生組合連合会を通して各地区

の自主的な活動を支援するなどしておりますの

で、ごみ拾いイベントを開催する考えは持って

おりません。 

 次に、ＲＶパークの整備について申し上げま

す。 

 本市は城下町、温泉町、宿場町の３つの顔を

持つ全国でも珍しいまちであり、中心市街地で

は、風情ある城下町並びに個性ある旅館の資源

を最大限に活用することが重要だと考えており

ますので、まちなかでの車中泊を促すＲＶパー

クを整備する考えはありません。 

○長澤長右衛門議長 中川とみ子議員。 

○１０番 中川とみ子議員 ただいま御答弁い

ただきました。想像どおりの御答弁と私は思っ

ておりますが、ただ、このごみ拾いというか、

美化活動についてちょっと申し上げたいことが

あります。９月の市報にも、環境美化活動への

御協力をいただいた３社の紹介がされておりま

した。本当に市民の皆さん、本当に事業者の皆

さん、たくさんの方が美化活動に関わってくだ

さっているというのは十分分かります。私も平

成通りをきれいにする会という会のメンバーで

ありまして、月１回、草刈りやごみ拾いをさせ

ていただいておりますが、月１回ですね、それ

でも草は伸びますし、ごみも結構落ちておりま

す。市民の皆さんがこうやってやってくださっ

ているというのは十分承知の上で、何で私がこ

れをわざわざ言うかというと、それでもなおか

つ市内にはごみがたくさん落ちていると感じる

からであります。市長は、市内を歩くとき、そ

の辺どのようにお感じでしょうか、伺いたいと

思います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 
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○横戸長兵衛市長 私は毎朝歩いております。

時代屋の前までの道路は、いわゆる公道だと思

いますが、あの付近も歩いておりますけれども、

ほとんどごみは落ちておりませんし、私も以前

はロータリーに入っておりましたし、現在もラ

イオンズに入っておりますけれども、そういう

方々のごみ拾いなんかも歩きますけれども、思

ったほどというよりも、本当に少ないなという

感じを持っております。ただ、時にはビニール

袋にどさっと入ったごみが捨ててありますが、

これについては、自分のうちの庭にこのごみを

投げるのかねというような感じを持ちますけれ

ども、でも、そういった今議員がおっしゃられ

たような組織的な対応をしていただいている

方々がたくさんおりますし、あえてこのスポー

ツイベントとしてごみ拾いという提案でござい

ますけれども、スポーツであればスポーツかも

しれませんけれども、そういうスポーツでない

スポーツをやられたほうがいいと思いますし、

要するに、自分たちの地域、自分たちのまち、

自分たちの住んでいるところは、やっぱり自分

たちがやっていくということが基本だと思いま

すし、他人に頼るということではないかもしれ

ませんけれども、やはりそういったことを醸成

していくのが我々行政の仕事でないかなという

ふうに考えておるところでございます。 

○長澤長右衛門議長 中川とみ子議員。 

○１０番 中川とみ子議員 市長の歩かれると

ころは多分きれいなのかもしれないです。結構、

私は歩くたびに、袋にごみを拾って歩くわけで

すが、市民の方にちょっとそんな話をしたとき

に、自分が毎日ごみを拾っているという方がい

らっしゃいました。その人に、毎日同じ場所を

拾うのかと聞いたら、いや、そうじゃない、自

分でコースを決めて、毎日歩いてもそんなにご

みもないので、ということで、多分３コースく

らい自分で決めていらっしゃるんだと思います

が、歩くたびに吸い殻はまず２０本、３０本拾

う。ごみも結構拾われるということです。ペッ

トボトルもあると。特にこういう御時世なんで

しょうが、とにかくマスクが落ちているのが多

いということもおっしゃっておりました。それ

は、ありがとうございますってお礼を言ったと

ころですが、まず、各地区の自主的な活動に支

援をしてくださっていると先ほど答弁の中にあ

ったと思いますが、どのような支援をしてくだ

さっているのか伺いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 各地区への支援の一

例としましては、各地区への均等割額、あと世

帯割額などで算出いたしまして、全体の予算額

で１４０万円ほど、これらを各地区の衛生組合

のほうに、自主的な活動への支援ということで

交付をさせていただいておるところでございま

す。 

○長澤長右衛門議長 中川とみ子議員。 

○１０番 中川とみ子議員 先ほどの市長の答

弁に、スポーツをごみ拾いとして行うのではな

く、ごみ拾いとは別に行ったほうがいいのでは

ないかっておっしゃいますが、意外とスクワッ

トみたいな感じで、ごみ拾いもスポーツにつな

がると思います。 

 上山においては、実は、上山でごみ拾いはス

ポーツだというイベントを２回やっております。

かかし祭に関してでしたね。かかし会場を歩い

ている御家族の方をちょっと見受けたことがあ

りまして、これが２０１９年で、かかし会場に

集合という形でごみ拾いをしてくださっていま

した。大変いいことだなとも思いましたし、去

年は多分できなかったんでしょうけれども、そ
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ういう意味で、若い方、子どもに、そのごみ拾

いをしてもらうということは大変大事なことで

ないかなと思っていましたので、こういうふう

な質問をさせていただいたわけです。しかしな

がら、開催する考えはありませんという御答弁

でもありますし、これ以上何か事例を出しても、

多分いい答弁に変わるということはないのかな

と思います。ただ、上山はきれいなまちだと言

ってもらいたいという思いがすごくありまして、

草刈りなどをやることが多くあるんですが、そ

ういう意味では、何かの機会にちょっと考え直

して、皆さんで協働で取り組んでいこうという

ようなふうになっていけばいいなと、私のこれ

は望みということでございます。 

 あと、ＲＶパークについて申し上げます。 

 まちなかにする考えはありませんという御答

弁はいただいたわけですが、村山に１１台分の

ＲＶパークがありました。これどうしてかなと

思ったら、村山にキャンピングカーの製造工場

があります。山形工場としてあるんですが、受

注は大変多くて、これからもまた台数が増えそ

うだということであります。 

 高畠では、平成２５年に町の中にＲＶパーク

を整備しておりました。全国で１５番目だそう

ですが、エビスヤは民宿というか、旅館みたい

な感じでして、ここは以前、先輩議員も７年前

に質問しております。ペット連れで大丈夫なと

ころです。そのペット連れというところで、す

ごくお客さんが多くて、断っているというよう

な状況であると伺ってきました。 

 あと、高畠の道の駅には、最近４台分のＲＶ

パークを設置しました。窓口は観光案内所です。

その観光案内所にちょっとお邪魔して、案内書

っていうんですか、それも頂いてきました。結

構ルールっていうものは厳しく、料金設定など

もあります。駐車場は１，０００円くらいでし

たかね、あと大型は１，５００円。あと電気代

は５００円、シャワーは幾らとか、全部説明が

書いてありまして、ごみは結構高いのですが、

ごみ袋５００円。袋が３００円でごみを置いて

いくときは５００円頂きますというような、そ

ういう厳しいというか、きちんとした設定の中

でやっているということで、週末はいっぱいだ

そうです。 

 そういう中で、また高畠のまちなかに随分繰

り出してくださっているということで、係の方

が率先していろんな宣伝をしたり何かしている

のですけれども、その方ともいろいろ話をして

きました。ＲＶパークは、キャンピングカーを

持っている人が遊びに来るだけじゃないと。地

域にも大きな貢献があるというふうにおっしゃ

っていました。温泉町だっていうのを十分分か

って質問させてもらっていますが、その温泉町

で、宿場町、城下町、珍しい町だというところ

を宣伝するには、こういう案内っていうんでし

ょうか、案内というか、上山を宣伝するために

も必要なんじゃないかなというふうに思うんで

すが、その辺はいかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 観光・ブランド推進課長。 

○安田紀之観光・ブランド推進課長 ＲＶパー

クは、市長が御答弁したとおり、上山の場合は

温泉旅館等の宿泊施設が町中に数多く存在して

おります。ですので、今の状況からいたします

と、このコロナの状況で非常に厳しい状態にな

っているところで、あえて車中泊を推奨という

か、促すような考えはないというのが市長の答

弁のとおりでございます。議員が例に挙げられ

た高畠の周囲には、比較的宿泊施設が少ない場

所でありますし、滞在期間の長期化を狙いとす

る民間事業者があるというふうにも聞いており



－５３－ 

ます。 

 市が主体となってやるものかどうかというと

ころは検討すべきところだとは思いますけれど

も、イニシャルコスト、先ほど議員がおっしゃ

られたような観光案内所の方が非常に細かく対

応されているということは、イニシャルコスト

のほかにランニングコストもかなりかかると、

人件費も含めて、といったようなこともござい

ます。ですので、民間事業者がそのフィージビ

リティを検討した上で設置を検討すべきという

ふうに考えておりますし、そういったような声、

あるいは、周辺の住民の方の理解もＲＶパーク

を設置する場合には不可欠なところだと思いま

す。ですので、そういったところが踏まえた上

で、声が上がってくれば検討するということも

あるかもしれません。 

○長澤長右衛門議長 中川とみ子議員。 

○１０番 中川とみ子議員 もちろん、上山は

温泉町でありますので、この質問をするときに

ちゅうちょはしました。何を言っているんだと

言われるんだろうなと思いながら、ちょっと思

い切ってさせていただいたわけですが、でも、

上山を宣伝して、必ず車中泊じゃない、今度は

あそこの旅館に泊まってみたいって思う方もい

らっしゃるかもしれません。そういう意味では、

上山の宣伝というか、お城があって、県内唯一

のお城でもありますので、食べ物もおいしくて、

そういう意味では、先を見ますと、長い取組に

なったりするのかなと思いながらも、上山を思

う気持ちがそんなふうな質問になったというこ

とでありますし、茨城から来たお客様にも、こ

ういう質問させていただきましたということで

報告はさせていただきますが、とにかく、上山

を何とか活気あるまちに戻したいという、それ

を、ＲＶをしたから戻るなんていうことは絶対

あり得ないんですが、そういう取組については、

またいろいろ取り組んでいきたいと思います。 

 答弁が、しません、ありませんということで

もありますので、この辺で終わりたいと思いま

す。ありがとうございました。 

○長澤長右衛門議長 この際、正午にもなりま

すので、昼食のため休憩いたします。 

 午後は１時から会議を開きます。 

    午後 ０時０１分 休 憩 

                  

    午後 １時００分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、４番守岡等議員。 

〔４番 守岡 等議員 登壇〕 

○４番 守岡 等議員 議席番号４番守岡等で

す。 

 私は、まず新型コロナウイルス感染症対策の

強化について質問させていただきます。 

 新型コロナウイルス感染症をめぐっては、連

日のように感染拡大がマスコミで報道され、緊

急事態宣言や特別集中期間の設定など、様々な

対策が講じられています。未知のウイルスとい

うことで、まだまだ分からないことが多々ある

一方、一定の傾向として明らかになってきた部

分もあります。新型コロナウイルス感染症対策

としては、正確な情報に基づいて、事実に即し

た科学的な対応を取ることが何よりも求められ

ています。そのことが市民の不安を払拭し、

様々な差別、偏見を打ち破っていく原動力とな

ります。 

 まず、新型コロナウイルス感染状況について

です。厚生労働省で出しているデータでは、全

国の陽性者数の累積は１２７万７，４３９人、

死亡者数の累積は１万５，５９６人、これ８月
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２２日現在です。年間死亡者数は、２０２０年

度９，１５９人となっています。年代別死亡者

数では、１０歳未満、１０代はゼロ、２０代、

３０代もほんの僅かで、７０代以上で８８％を

占め、６０代以上になると９６％を占めていま

す。 

 日本の季節性インフルエンザによる死亡者は

年平均で１万人超と推定され、現在のところ、

新型コロナウイルス感染症による死亡者数は季

節性インフルエンザと同じ程度であることが示

されています。 

 また、２０２０年度の総死亡者数は１１年ぶ

りに９，０００人も減少しており、様々な疾患

を持つ高齢者の予後を勘案すると、新型コロナ

ウイルス感染症が突出して高齢者の死亡要因と

はなっていないのではないかと思われます。 

 また、世界的に見て、日本や東アジアの諸国

は欧米諸国に比べ、感染者数、死亡者数が桁違

いに少なく、その原因としてＢＣＧ仮説や交差

免疫仮説などが唱えられています。 

 こうしたことから、新型コロナウイルス感染

症は、ペストやスペイン風邪のような致死性の

高い病原菌、ウイルスではないという認識の下、

高齢者や基礎疾患がある人など、ハイリスクグ

ループの対策を中心に据える必要があります。

そして、コロナ撲滅ではなく、ウィズコロナの

視点に立って、やがては集団免疫が獲得され、

普通の風邪として共存していくというのが公衆

衛生学の専門家の見方です。 

 ただし、新型コロナウイルスは変異を繰り返

すウイルスであり、現在拡大しつつあるデルタ

株や今後感染拡大が予想されるラムダ株など、

これまで以上の感染力を持つウイルスの脅威を

侮ることはできません。 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律、いわゆる感染症法に基づく政令

で、新型コロナウイルス感染症はＳＡＲＳなど

と同じ２類相当となりました。そのため、陽性

となった場合には、保健所への届出が義務づけ

られ、感染経路の調査や指定医療機関での対応

が必要となり、軽症者も隔離されますが、感染

から治療までの間にタイムラグができるため、

その間重症化してしまう問題点も指摘されてい

ます。現在、新型インフルエンザ等感染症２類

相当の対応から季節性インフルエンザと同様の

５類に下げる検討の動きがあるようですが、開

業医など民間の医療機関で軽症者対応が可能に

なれば、医療逼迫の一定の改善が図られるとと

もに、重症化予防も可能になると考えられます。 

 また、日本の病床数は約１６０万床で、人口

当たり病床数では世界一でありながら、新型コ

ロナ感染対策病床として使用している病床は僅

か２．３％の３万７，３０１床、８月現在とな

っています。病院の７割を民間医療機関が占め

ていることから、国や県の関与による病床拡大

は難しい面がありますが、地域連携及び行政の

指導力が問われる課題です。 

 日本は欧米諸国と異なり、憲法の制約もあり、

完全ロックダウンは行わずに、緊急事態宣言等

諸活動の制限による感染予防対策を行ってきま

した。しかし、それでもコロナ自粛による副作

用は予想以上に大きなものとなっています。 

 ２０２０年の国内総生産、ＧＤＰは、リーマ

ンショックの２００９年に次ぐ過去２番目の下

げ幅になっており、２０２０年の完全失業率は

２．８％、前年比プラス０．４％、完全失業者

数１９４万人、全国の大学・短大を感染拡大の

影響で中退または休学した人が５，８０１人、

また、１０年連続で減少していた自殺者数が増

加に転じ、特に女性が６，９７６人、小中高生
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が４４０人と過去最高になっているなど、様々

な面で深刻な影響をもたらしています。 

 感染拡大を防ぐためには、一定の行動制限や

自粛は必要ですが、人間が社会活動を制限され

ることによる弊害についても考えていく必要が

あります。今後は高齢者など、ハイリスクグル

ープの感染予防を徹底しながらも、一定の経済

社会活動を継続していくというスタンスで対策

を行っていく必要があるのではないかと考えま

す。 

 今、新型コロナウイルスワクチン接種が広が

り、一定の感染予防、重症化予防効果を上げて

います。しかし、変異株の拡大とともに、ワク

チンの有効性が低下しているのではないかと思

われ、３回目のワクチン接種に踏み切る国が増

えてきました。３回の接種でブースター効果を

上げるとしていますが、新型コロナウイルスは

変異を繰り返すものであることから、今後もい

たちごっこを繰り返すのではないかと危惧され

ます。同じ変異ウイルスであるエイズワクチン

がいまだにできないことがそのことを示してい

ます。 

 現在、新型コロナウイルスワクチンとしては、

大きくメッセンジャーＲＮＡワクチン、ウイル

スベクターワクチン、ＤＮＡワクチンに分類さ

れますが、いずれも十分な治験を経ないで実用

化されたものばかりで、効果と副反応の研究は

緒に就いたばかりです。こうした中で、ワクチ

ン接種後の状況が厚生労働省より定期的に発表

されていますが、２０２１年７月末で９１９人

の新型コロナウイルスワクチン接種後の死亡が

報告されています。新型コロナウイルス感染症

による死亡者が高齢者に集中しているのに対し

て、ワクチン接種後の死亡者は各年代にまたが

っています。また、インフルエンザワクチン接

種後の死亡者数、２０１０年から２０１１年シ

ーズン以降、各シーズン３人から２２人と比較

しても、桁違いに新型コロナワクチン接種後死

亡者数が多くなっています。 

 さらに重大なことは、２０２１年８月４日発

表の７月末９１９人というワクチン接種後死亡

者数は、７月２１日の前回調査時より１６８人

増えていますが、これは同期間の新型コロナウ

イルス感染症による死亡者を上回る事態になっ

ています。新型コロナで死亡する数よりもワク

チン接種後に死亡した数が上回るというゆゆし

き事態となっています。 

 なぜこんなに新型コロナウイルスワクチン接

種後の死亡者が多くなっているのかは、今後の

研究が待たれるところですが、免疫システムが

暴走し、ウイルスだけでなく、自分の細胞も攻

撃してしまうサイトカインストームやワクチン

がつくった抗体によってウイルス感染時に重篤

化する現象、抗体依存性感染増強（ＡＤＥ）は、

動物実験の段階でも指摘されていました。とり

わけ、子どもたちへの慎重な対応が求められて

います。 

 新型コロナウイルス感染症対策については、

今後年数をかけて分析が行われるものと考えま

すが、現時点で成功事例として評価されるのが、

スウェーデンと台湾の徹底した情報開示の取組

です。両者に共通するのは、医学の専門家が新

型コロナ対策の責任者となり、政策の根拠を徹

底して国民に開示していったことです。特徴的

なのが記者会見で、ほとんど毎日質問がなくな

るまで記者会見を行うという取組を継続し、こ

うした根拠に基づいた徹底した政策展開によっ

て国民の信頼を勝ち取り、具体的な成果を上げ

ていったということです。 

 我が国の実情に照らしてみた場合、その差は
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歴然です。日本では、首相、内閣の諮問機関で

ある分科会の会長、厚生労働大臣、経済産業大

臣に加え、ワクチン接種担当の大臣まで置かれ、

指揮系統が分散され、極端な場合、オリンピッ

クの開催について意見が食い違うということも

起きました。こうした体制で幾ら緊急事態宣言

を発令しようとも、国民の理解と合意を得るに

はほど遠い事態となっています。 

 ２０１７年７月に厚生労働省に事務次官級の

医系技官ポストである医務技監が設置されまし

た。これは保健医療分野の重要施策を一元的に

推進するための統括的役割を担うことを目的に

しています。やはり我が国においても、専門家

をトップに据えて科学的根拠に基づいた政策を

立案し、徹底して国民に納得のいくまで説明す

る取組が求められています。そして、国、県、

市町村の役割分担を明確にして、特に住民と一

番近い存在である市町村の力を十分に発揮でき

るシステム構築が必要です。 

 こうした問題意識に基づいて、以下の事項に

ついて提案するものです。 

 まず、自宅療養等への対応ということで、オ

ンライン診療促進事業の推進についてです。 

 国は、８月３日に、重症患者と重症化リスク

の高い患者以外は原則自宅療養という方針を打

ち出しました。入院環境の整備が進まない中で

の苦肉の策と言えますが、自宅療養を余儀なく

された方が手遅れで亡くなったり、重症化する

事例が後を絶ちません。 

 今後、県内においても自宅療養者が増えるこ

とが予想され、また、新型コロナウイルス感染

症を５類に引き下げる検討の動きがある中、地

域の医療機関における診療も必要とされること

から、地域で２４時間体制で見守る仕組みが必

要となります。 

 こうした中、既に国のほうからは、オンライ

ン診療の適切な実施に関する指針が示され、具

体化が始まっています。オンライン診療は、好

きな場所から診療を受けられ、処方箋も自宅に

届けられ、通院時間、待ち時間の解消が図られ、

より多くの人が手軽に診察を受けられるように

なり、コロナ以前から取組が推奨されてきまし

た。コロナ禍においては、院内感染を防止する

上で大きな意義を持つものであり、既に発熱外

来という形でコロナ患者を受け入れている医療

機関においても積極的に導入されています。 

 四街道市においては、オンライン診療促進事

業が整備され、新型コロナウイルス感染症が拡

大している状況の中、院内感染を含む感染防止

のため、非常時の対応として、オンライン、電

話による診療を行う医療機関及び調剤、服薬指

導を行う保険薬局に対して通信機器設備、オン

ラインシステムの導入、リースなどの環境整備

を支援するための奨励金１０万円が支給されて

います。 

 名古屋市では、名古屋市新型コロナウイルス

感染症自宅療養者等への医療提供事業補助金制

度が設けられ、市内の自宅、高齢者施設等にて

療養している新型コロナウイルス感染症患者及

び無症状病原体保有者に対して、オンライン診

療等を実施した医療機関等を対象とした補助金

制度が整備されています。 

 本市においても、オンライン診療を促進する

ための事業を整備し、コロナ禍における院内感

染を防止するとともに、市民がより手軽に診療

できる環境整備に当たることを提案します。市

長の御所見をお示しください。 

 次に、２番目として、高齢者福祉施設、障が

い者施設における対策ということで、全職員、

入所者に対する定期的なＰＣＲ検査の実施につ
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いてです。 

 新型コロナウイルスが猛威を振るう中、最も

危機感を募らせているのが高齢者福祉施設や障

がい者施設の入所者、職員ではないでしょうか。

密接した空間で密着したサービスが多いという

感染リスクが高い環境の下、心身の障がいや家

庭の事情などで指定病院や自宅での療養、介護

が困難なため、もしクラスターが発生しても入

所元にとどまらざるを得ず、隔離する施設環境

も乏しいことから、施設全体が感染してしまう

リスクがあります。 

 ２０２１年７月中旬から８月にかけて、沖縄

県のある病院では、入院患者ら１９９人が感染

し、６９人が死亡したことが公表されました。

この病院は、要介護度の高い患者や認知症など

の患者が入院する病院で、クラスターが発生し

ても自宅や他施設に移ることが困難だったとの

ことです。 

 本市においても、同様の出来事が発生するこ

とが予想されますが、何よりも感染を未然に防

ぐことが求められます。 

 ＰＣＲ検査は、新型コロナウイルス感染症の

感染者を早期に発見することができ、初期対応

が迅速に行え、感染予防にもつながると思われ

ます。高齢者福祉施設、障がい者施設の全職員、

入所者に対する定期的なＰＣＲ検査の実施につ

いて、市長の御所見をお示しください。 

 次に、大きな２番目として、荒町川及び八幡

堂川の河川改修事業再開に向けた県、地域との

連携推進について、地域づくりとタイアップし

た河川整備についてです。 

 ２０２０年７月２８日の豪雨災害では、市内

各地で大きな被害が発生しました。とりわけ荒

町川及び八幡堂川合流付近から越水し、周辺の

住宅だけでなく、新湯地区の温泉旅館や二日町

プラザ周辺まで被害を拡大させました。以前か

らこの付近は氾濫の危険性が危惧されており、

当該地区からも河川整備の要望が出されていま

した。 

 河川整備は県の事業であり、県の当初計画は

前川合流点より上流１キロメートルを全面改修

する計画でしたが、下流から改修が進められ、

旧ホテル城戸口屋から上流部の護岸整備は中断

したままです。その理由として、所有者の廃業

に伴い用地買収のめどが立たず事業が休止して

いる状態であり、県と市が連携して事業再開に

向けて取り組んできたところであります。 

 令和２年秋以降、市では所有者などと連絡を

取り、事業へ協力するという回答が得られたと

いうことで、新湯、荒町地区の全面的な協力と

合わせ、荒町川及び八幡堂川の河川改修事業再

開に向けた取組が進められております。 

 今後も県と協力し、河川改修に向けた用地買

収など、整備を進めていただくとともに、河川

に親しむ地域づくりとタイアップした河川整備

が必要だと考えます。具体的には、荒町川を愛

する会などの河川愛護活動を生かすためにも、

河川改修に伴う周辺整備では、地域住民が河川

に親しむ地域づくりを加味した整備を進め、階

段や遊歩道などの整備をすることが望まれます。 

 荒町川は毎年のように水害が発生する暴れ川

だったと聞いています。地区住民からの河川改

修要望が高まる中、観光、健康増進に活用した

いという考えも生まれ、自然と人間が関わり合

える多自然川づくりとして整備が進められてき

ました。 

 今後、整備が予定される荒町川及び八幡堂川

合流付近においても、多自然川づくりの観点か

らの河川整備を進めることを提案します。市長

の御所見をお示しください。 
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○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ４番守岡等議員の御質問に

お答えいたします。 

 初めに、オンライン診療促進事業の推進につ

いて申し上げます。 

 現在、本市においても、直接病院等を訪れず

に受診するために、多くの医療機関が電話診療

を実施していること、また、自宅療養者の管理

は保健所が医療機関と連携して行っているため、

保健所単位での体制及び環境整備への支援が不

可欠となることから、市単独で情報通信機器等

の診療体制整備への助成を行う考えは持ってお

りません。 

 次に、全職員、入所者に対する定期的なＰＣ

Ｒ検査の実施について申し上げます。 

 高齢者施設、障がい者施設等における感染拡

大防止のためには、感染予防対策と同様に、感

染者等が判明した後の対応が重要であり、現在

も感染者等が出た施設においては、保健所の指

導の下、人の動線のゾーニング、積極的疫学調

査、幅広い行政検査が行われ、クラスターの発

生及び感染拡大が防止されていることから、全

職員、入所者に対する定期的なＰＣＲ検査を実

施する考えは持っておりません。 

 次に、地域づくりとタイアップした河川整備

について申し上げます。 

 自然環境に親しむことのできる多自然川づく

り整備につきましては、河川愛護活動の促進や

市民のための親水空間としての活用が図られ、

地域づくりに寄与するものと捉えております。

引き続き、事業再開に向けて県に要望するとと

もに、整備手法について協議してまいります。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 まず、新型コロナウイ

ルス感染症対策の強化ということで、市民に正

確な情報を伝えるという立場で、現在の市のス

タンスについて伺いたいと思います。 

 今、ワクチン接種については、変異株に対す

る有効性の低下が指摘されているわけですけれ

ども、３回目の接種ということについて、市民

が非常にやっぱり不安に思っていると思います。

国内でも２回接種した方のブレークスルー感染

というのが広がってきていまして、この辺をど

う捉えて、市民にどういうふうに説明していく

かということです。 

 それともう一つ、イギリスの保健省ですね、

イギリスの厚生労働省みたいなところが、デル

タ株感染分析報告書というのを出しまして、デ

ルタ株、いわゆる変異株ですね、変異株の感染

死亡率は、ワクチン２回接種者は非接種者より

も６．３倍高いという、こういう研究結果が出

ているということを発表しました。やはり、あ

る意味でワクチンを打てば打つほど、このサイ

トカインストームとか、抗体依存性感染増強が

生じているのではないかと思われるんですけれ

ども、効果がないどころか、そういう死亡率の

危険性も高まる３回目の接種について、慎重に

推移を見守る必要があるのではないかと考えま

すけれども、いかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 まず１点目、ブレー

クスルー感染の可能性につきましては、議員が

おっしゃるとおり、２回接種したからといって

決して感染しない可能性がゼロになるわけでは

ないということで、引き続き、感染防止の徹底

を市民の方々にこれまでどおりお伝えしてまい

ります。 

 あと３回目の接種につきましては、現在もワ

クチンメーカー等の治験結果、あと現在行って
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おります国内での２回の接種結果、こういった

データを分析の上、現在、国でも方針の決定の

協議をしているかと思っております。今後、国

から方針が示されると思いますが、この予防接

種業務というのは法定受託事務でございますの

で、国の方針、基準にのっとりまして適正に実

施されるべきものと考えております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 ８月２５日の厚生労働

省の厚生科学審議会のワクチン部会というのが

開かれまして、最新のこのワクチン接種後の死

亡者数が報告されまして、とうとう１，０００

人を超えて１，０９３人となったという報告が

ありました。これはインフルエンザワクチンの

接種後死亡者数、多い年でも１０人なので、や

っぱり１００倍の人がもう既にワクチンで死亡

しているということになっていまして、今後も

月数百人の規模で増え続けることが予想されて

います。しかも、これまではワクチン接種者は

高齢者が中心だったので、死亡者も高齢者がほ

とんどだったんですけれども、若者のワクチン

接種が進むことによって、若者の死亡者数も増

えるのではないか。特に医療従事者の先行接種

においては、既に若い層の死亡というのも統計

に出てきていまして、その辺が非常に危惧され

るところです。 

 ただ、まだ国のほうでは、ワクチン接種後の

死亡者とワクチンとの因果関係はまだ認められ

ていないというような立場ですけれども、かな

りやっぱりリスクを伴う接種だということは、

やっぱり市民にも知らせる必要があるんじゃな

いかと思うんですけれども、その辺いかがでし

ょうか。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 ワクチン接種との因

果関係は、不明なものを含めまして、死亡者等、

こういった接種に伴うリスク、これは国では開

示しておりますので、その情報につきましては、

市のホームページを通じまして現在も市民の方

に提示をしているところでございます。 

 その一方で、ワクチン接種により感染及び感

染後の重症化、これも確実に抑制、防止されて

いることも事実でありますので、これらの情報

を適時周知いたしまして、市民の方々が自ら接

種をするかどうか判断できるように、今後も努

めてまいります。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 オンライン診療のこと

についてお尋ねします。 

 県のほうでも、自宅療養者への電話による健

康管理を、開業医の協力を得て進めていくとい

うことの方針を明らかにしました。これまでは、

保健所対応で、全て医療関係は県、保健所で対

応するっていうことで、なかなか、例えば、自

宅療養者の個人名だとか、住所なんかも、市の

ほうには連絡が来なかったというようなことが

あったようですけれども、県のほうでこういう

開業医の協力も得て、自宅療養者への対応を進

めるということで、今後は市のほうにも、こう

した個人情報も含め、情報共有した上で共同の

取組を進めていくんだというような理解でよろ

しいんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 自宅療養者の健康管

理につきましては、保健所と医療機関が直接連

携してやり取りをするということが示されてお

ります。現時点では、それらの個人情報等を含

めて、県から市への情報提供については、する

ということはまだ示されておりません。ただ、

今後、保健所から市への協力依頼があった場合
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は、しっかり連携して支援をしていく必要があ

ると思っております。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 今後２類から５類への

移行ということも検討されていて、そうなった

場合には、多分市としての関与もかなり出てく

るんじゃないかと思いますけれども、その５類

移行における対応という点では、市の関与がか

なり強まるという理解でよろしいですか。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 現在の新型インフル

エンザ等感染症から５類に引き下がったといた

しましても、大幅に市が関与するというより、

やはり感染症法に基づいた対応になるものでご

ざいます。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 いずれにしても、今の

感染したら指定病院でしか診られないというの

が、やっぱり医療逼迫の原因だと思います。季

節性インフルエンザと同じような扱いにして、

本当に民間の病院でも、医療機関でもやっぱり

診られるというふうにしないと、今のままでは

もう医療逼迫が進む一方で、重症者も軽症者も

共倒れしてしまうんじゃないかというふうに考

えられますので、何とかその辺の改善をお願い

したいと思います。 

 あと高齢者福祉施設と障がい者施設の問題で

すけれども、やはりこの間の沖縄の病院の例か

ら見ても、障がい者、知的障がいを持つ方だと

か、あるいは認知症の高齢者、本当に感染して

も行き場がないわけですよね。この人たち、や

っぱり何とかもう定期的な検査で、とにかく感

染を早期に見つけるしか方法はないんじゃない

かと思うんですけれども、その辺いかがでしょ

うか。 

○長澤長右衛門議長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 ＰＣＲ検査の、まず

その一斉検査、定期的な検査につきましては、

恐らく目的がスクリーニングの目的であるとす

れば、相当頻度が高い検査ではないと意味がな

いのかなと思っております。 

 効果的、効率的な対策としましては、これま

で実施されております感染後の徹底した拡大防

止、クラスターの発生防止、これらの対策がこ

れまでも実績も出しておりますので、一番有効

的だと思っております。 

 スクリーニングではなく、感染が疑われる場

合は、国から既に抗原検査キットが各施設に配

付されておりますので、それらを活用した早期

発見というのは可能でございますので、それら

を活用しながら、今後も従来の方針で感染拡大

防止を図っていくことがまずは有効だと思って

おります。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 確かにＰＣＲも抗原検

査も、非常にやっぱり精度の点で問題ある検査

だとは思います。アメリカとか、スウェーデン

も、もうＰＣＲ検査は中止するそうで、ただ、

じゃあ新しい検査をどうやってやるのかという

のが、確立されるまでどうするかって問題が出

てきます。そんなにちょっと私もまだ情報あり

ませんけれども、ぜひ、とにかく感染してから

ではもう遅いと、もう庭にテントを立てるしか

ないのかなという感じなんですけれども。 

 調べたら、もう一つちょっとやり方があって、

もし感染者が出た場合、介護保険の地域生活支

援拠点事業によって、この障がい者の人が適切

な介護を受けられない場合の緊急時居室確保を

行っている市町村があるっていうことを知りま

して、本市でもそういう対応が可能かどうかお
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示しください。 

○長澤長右衛門議長 福祉課長。 

○鏡 裕一福祉課長 障がい者の施設における

介護についてですが、障がい者にとって最も適

切な介護を受けられる施設というのは障がい者

施設であるというふうに認識しておりますので、

地域生活支援拠点事業や緊急時居宅確保を行う

予定はございません。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 やっぱり今のままだと、

沖縄の二の舞になってしまうということは明ら

かだと思いますので、私も何とかできないかち

ょっと思いを巡らしたいと思いますので、行政

としても、できることがないかどうか、これは

もう発生、感染してからじゃもう遅い状況であ

りますので、ぜひ対応を検討お願いしたいと思

います。 

 次に、地域づくり事業とタイアップした河川

整備の問題で、この間、市長、副市長はじめ、

職員の皆さんの御奮闘で、この地権者の協力が

得られる見通しがついたというふうに伺ってい

ますけれども、正式に、これまでの経緯と用地

買収も含めた今後の見通しについてお伺いしま

す。 

○長澤長右衛門議長 建設課長。 

○須貝信亮建設課長 昨年の７月２８日に被災、

浸水の被害あったわけでございますが、その後、

河川の管理者の県と事業再開に向けて協議を開

始してきた経過がございます。 

 質問の中にもございましたけれども、旧ホテ

ル城戸口屋につきましても、年明けにやはり所

有者の関係者の方に事業に対する協力のお願い

をしてございます。その後了解をいただいたと

いうことで、さらに２月入ってでしょうか、所

有者につきましても承諾を得たというふうな経

過がございます。 

 また、そのほか事業対象者たくさんいらっし

ゃいますので、こういった部分につきましては、

荒町地区会、それから沢丁地区の会長に協議相

談をさせていただいたということであります。

地区を挙げて全面的に事業再開には協力すると

いうふうに回答を得ているところでございます。 

 そのほか、市といたしましては、地籍調査で

すね、河川事業を促進するためにも有効であり

ますので、地籍調査を令和３年度、今年度から

周辺地区で入っておるというふうな状況であり

ます。 

 経過といたしましてはそのような状況になり

ますけれども、そのような動きの中で、山形県

からは、国の国土強靱化の予算を活用して、令

和４年度事業再開に向けて進めていきたいとい

うふうに回答を得ているというふうな経過でご

ざいます。 

 今後の部分でございますけれども、事業がま

だ再開してございませんので、詳細はこれから

スタートさせることがまず第一だなと思ってお

りますので、ただ、１０月に地籍調査の周辺の

現場の立会いといったものがございますので、

こういったところでしっかり事業再開に向けて

皆さんと進めていければというふうに考えてご

ざいます。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 この河川整備の問題、

大きく２つの課題があって、一つは、今言った

地権者の問題で、その川幅を広げるか、深く掘

るか、その問題と、まあそれは一定クリアでき

る見通しがついたということと、あともう一つ

は、いわゆる荒町川を愛する会の取組のように、

付近の環境整備を図って、仮に水があふれても、

その部分でキャッチできるような、そういう地
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域づくりということで今回問題提起したんです

けれども、その地域づくりのほうの展望として

は、どのような感じになりますか。 

○長澤長右衛門議長 建設課長。 

○須貝信亮建設課長 地域づくりということで

ございますが、やはり下流側で松山地区、それ

から沢丁地区でやられております荒町川を愛す

る会、こういった取組があるわけですけれども、

今回これから整備予定の地区の皆さんにつきま

しても、事業が始まる、始まらないにかかわら

ず、早めにそういう愛護活動の取組については

考えていきたいねというふうにおっしゃってい

ただいていますし、やはり、何ていいますか、

川のハード整備だけではなくて、当然、それら

をきっかけに併せて地域の魅力なり、そういう

地域づくりと一緒に進めることが大事だなとい

うふうに思っておりますので、この辺りにつき

ましては、ほかに上流の西山地区でも蛍の取組

等やってございますので、河川沿線の地区全体

の地域づくり、これらを市として支援をさせて

いただければなという考え方でおります。 

○長澤長右衛門議長 守岡等議員。 

○４番 守岡 等議員 ぜひそういう方向でお

願いしたいと思います。 

 新型コロナ対策も、河川整備も、本当に市民

の命に直結する重要な問題ですので、しっかり

と対応していただくことを重ねてお願いしまし

て、私の質問を終わります。どうもありがとう

ございました。 

○長澤長右衛門議長 次に、１４番髙橋義明議

員。 

〔１４番 髙橋義明議員 登壇〕 

○１４番 髙橋義明議員 議席番号１４番髙橋

義明であります。 

 初めに、有害鳥獣対策事業のさらなる推進の

ために、有害鳥獣減容化処理施設の建設につい

てであります。 

 本市における有害鳥獣被害金額は、市の鳥獣

害防止対策に関する説明会資料によれば、令和

元年で２，０８４万円であり、本市の農業産出

額の０．２７％に当たります。これは国の０．

１８％、県の０．１８％よりも高い値を示して

います。 

 この状況を打開すべく、議会と市当局は一致

して鳥獣害防止対策を充実させ、地域や関係団

体の協力を得て効果を上げてきました。いわゆ

る捕る、守る、環境整備の三本立ての対策が次

第に功を奏し、電気柵や緩衝帯の整備等、地域

ぐるみの活動が広がるとともに、捕獲、パトロ

ール体制も強化されてきました。 

 特に、近年最も生産者を悩ませているイノシ

シの捕獲数の増加は目覚ましいものがあります。

平成２７年度３４頭であったものが、平成２８

年度９９頭、平成２９年度１３３頭、平成３０

年度２７３頭、平成３１年度４０１頭となり、

令和２年度には６４７頭を数え、県内市町村で

も群を抜いた数字となりました。これは平成３

０年に開始した捕獲奨励金をはじめ、狩猟免許

取得や猟銃購入等の各種支援が実を結ぶととも

に、箱わなやくくりわなによる捕獲技術が向上

したものと喜んでいるところです。 

 令和２年度における年間を通した月別捕獲頭

数を見ると、出産期に当たる４月、５月から７

月までは２５頭程度で推移しています。８月、

９月は４４頭、４２頭と増えますが、作物も収

穫期を迎えるとともに被害が多くなります。１

０月には８０頭となります。ここまでが本来捕

獲数を伸ばしたい有害期ですが、農家の繁忙期

であり、人手を割くのが難しい状況です。１１

月から落葉とともに狩猟期に入り、１１１頭と
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最高頭数となり、１２月９６頭、積雪の影響で

１月６４頭、２月３６頭と減少し、融雪期の３

月は７８頭となっています。 

 十数年前に本市で発見されたイノシシが次第

に生息域を拡大し、今では市内全域にわたって

被害が見られるようになるとともに、その頭数

も加速度的に増えている中で、本市におけるこ

の実績は頼もしい限りであります。 

 しかし、これでイノシシの頭数や被害の拡大

が止まるわけでもなく、対策はさらに続けてい

かなければなりません。さらなる技術の向上と

捕獲者の努力に期待が寄せられています。 

 ところで、約６５０頭ものイノシシは捕獲後

どのように処理されているのでしょうか。無論、

狩猟期を中心にジビエとして自家消費されるの

ですが、その量は限定的で、ほとんどが山中に

穴を掘って埋めることになります。実は、この

埋設のための掘削作業が捕獲者の大きな負担と

なっているのです。これは本市だけの問題では

なく、捕獲頭数の増加した自治体においては、

処分方法の工夫による負担軽減が急務となって

いるのです。 

 捕獲したイノシシは現地埋設が原則でありま

すが、捕獲した場所や季節によっては埋設が困

難な場合もあり、そういうときのために、本市

では古屋敷の市有地、最終処分地でありますが、

２メートル四方で２メートルの深さの穴３か所

と、かけ土用の山砂を準備しています。これに

より、埋立てに関する問題は一定程度軽減でき

ます。しかし、埋設が唯一の処分法となる現状

においては、捕獲者の負担は大きく、今後の不

安を訴える声が届くようになりました。 

 以前より、土中に埋めるばかりではない本市

ならではの方法はないのかについて議論を交わ

し、模索してまいりました。 

 理想は、ワインと郷づくりに結びついたジビ

エとしての利用です。この場合、市内に解体施

設を持ったジビエ料理店との連携が可能であり、

加工施設を加えて商品化したり、市内の飲食店

やワイナリー、あるいはワインを提供できる施

設との連携による新たなかみのやまブランド戦

略の展開を期待するものです。しかし、新型コ

ロナウイルス感染症や、何よりもセシウム、そ

して豚熱の問題もあり、いつになったら実現で

きるのか見通せない現状にあります。 

 それでも、将来におけるジビエ利用を視野に

入れた場合には、山道にまで入り込めるジビエ

カー、移動式解体処理車の導入が近道と考えま

す。ジビエカーにより解体したイノシシを１０

キログラムの袋詰めにしたものを一般廃棄物と

して処理する方法です。 

 宮城県川崎町では、解体して保管する施設と

して有害鳥獣処理施設を建設しています。狩猟

者自らが持ち込み、解体して、１０キログラム

に分けて袋詰めしたものを冷蔵保管する施設で、

廃棄物処理業者が回収し、焼却処分するもので

す。 

 ジビエとしての利用のほかには、堆肥にする

方法があります。これも市内の廃棄物リサイク

ル会社が、生ごみや有機性廃棄物を完熟発酵さ

せた堆肥を製造しております。発酵槽の構造上、

骨を取り除く必要があり、また、畑土に使用す

る場合の安全性の確保が最重要課題となります。

動物に多いＥ型肝炎ウイルスは６３度以上３０

分で死滅するものの、全ての病原体が発酵時の

熱で大丈夫かという心配があり、骨の除去と併

せて煮沸する前処理施設が必要となります。こ

の前処理を含めた手間を計算に入れて、キログ

ラム単価３０円での受入れが可能だということ

であります。さきのジビエカーで解体した骨以
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外の部分を煮沸処理すれば受入れが可能であり、

堆肥としてリサイクルできることになります。 

 ただし、ジビエと堆肥、この２つの利用につ

ながる方法には、ウイルスとセシウムについて

不安な点があります。ジビエの流通は、現在、

福島、宮城両県において出荷制限がなされてお

り、本県においても、事例が出れば制限される

ことが懸念されます。堆肥についても、作った

ものを使ってもらえるかという不安があります。 

 そこで、利用を前提とした処理については将

来において考えることとして、今回はバイオを

使った減容化という方法一本に絞って提案する

ことといたします。 

 微生物分解減容化処理施設は全国に散見され、

佐賀県武雄市山内町の武雄地域鳥獣加工処理セ

ンターやまんくじらや静岡県藤枝市の有害鳥獣

減容化施設、宮城県では村田町と丸森町の施設

が知られています。 

 藤枝市では、埋設処理が高齢化する捕獲者に

とって大きな身体的負担となっているとして建

設に踏み切り、２０２１年４月に、捕獲したイ

ノシシ等の処理を円滑かつ衛生的に行い、捕獲

者の処理負担を軽減することにより有害鳥獣捕

獲活動をさらに推進し、農作物及び生活環境被

害の軽減を図るため処理を開始するとしていま

す。鉄骨平家建て１０５平方メートル、事務所、

トイレ併設。８０度以上の微生物分解によりイ

ノシシの硬い皮や骨まで消化し、有機物を極限

まで分解する装置で、処理能力は１日当たり１

６０キログラム、イノシシ二、三頭程度として

います。 

 丸森町の施設は、装置が２基あり、年間約１，

８８０頭の処理が可能と見込んでおり、内部に

水分を含んだおがくずがあり、温度を６０度に

保ち攪拌するとおがくずの常在菌により水と二

酸化炭素に分解され、使用後のおがくずは角田

市の仙南クリーンセンターで焼却。能力は体重

５０キロのイノシシは５日間で処理でき、１基

当たり最大投入量は３１０キログラム。駆除隊

員は無料で使用でき、これまでの山中埋設処分

の重労働が解消されたとしています。 

 村田町については、本市農林夢づくり課が視

察しています。その資料によれば、平成２３年

度以降のイノシシの生息域の急速な北上拡大に

よる農作物の被害報告件数の急増を受け、村田

町農作物有害鳥獣対策協議会では、村田町鳥獣

被害対策実施隊等関係機関と連携して有害鳥獣

の捕獲を推進した結果、イノシシの捕獲頭数が

急増し、それに伴って、現地埋設としてきた埋

設のための掘削作業が捕獲者の大きな負担とな

ってきたことから、処分の方法の軽減が急務と

なり、対策の検討に入っております。村田町農

作物有害鳥獣対策協議会では、捕獲個体を解体

する技術を持つ捕獲者も少ないことから、でき

るだけ解体作業を行う必要がなく、処理時間が

あまりかからない処理方法を目指し、先進地視

察を実施する等具体的な検討を行っています。 

 検討の結果、できるだけ捕獲者の負担を軽減

でき、捕獲に集中できる環境を整備するため、

減容化施設の導入が決定したということです。

事業名は平成３０年度中山間地域所得向上支援

事業、総事業費３，６８２万８，０００円、内

訳として、建設費１，４４７万２，０００円、

機械装置費２，２３５万６，０００円、国庫補

助金１，７０６万５，０００円、町から事業主

体である村田町農作物有害鳥獣対策協議会に補

助金として支出した額は１，９７６万３，００

０円。軽量鉄骨造り７０．８６平方メートル。

好気性発酵分解処理による処理能力は年間４２

０頭の施設です。また、この施設を運営するた
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めに町から協議会に支払われる補助金は年間１

００万円です。 

 実際の処理法は、捕獲した個体を軽トラック

等に積んだまま施設内に入り、処理機械上部に

２か所ある投入口から投入、水を含ませたおが

くずを入れ、ヒーターで温度を約６０度に保ち、

モーターで回転するスクリューで攪拌、約１週

間で個体を分解します。６０キロ程度の個体で

あれば一度に８頭は投入可能で、減容化が進め

ば随時個体を投入することができます。処理槽

の中に残るおがくずと骨は、処理の状況を見な

がら取り出し、一般廃棄物として焼却処分しま

す。捕獲した個体をこの機械に投入すれば、機

械が分解と減容を行うことから、捕獲者の負担

が非常に大きく軽減され、また、衛生的な問題

も解決されることが期待されています。 

 このたびの一般質問に当たり、もう少し具体

的な質問に答えていただきましたので紹介しま

す。 

 まずは、令和２年度の捕獲実績は５７１頭で

あり、うち３５２頭、約６０％を減容化施設で

処理、重さで言うと１０トンにもなるそうです。

残り４０％のイノシシについては、捕獲した場

所が埋設しやすい場所であれば以前のように埋

設を行っています。 

 経費は月約２万５，０００円の水道光熱費の

ほかに、保険料、定期点検及びおがくず交換の

委託料で、合計年額１００万です。 

 施設の管理については、熱処理施設ではある

が人は常駐せず、町役場職員が毎日１５分から

２０分間現場を確認し、異常がないかチェック

しているといいます。 

 捕獲者の評判はよく、特に、施設が町の中心

部の町所有地の林の中にあり、アクセスがよく、

処理の負担軽減として一定の評価を得ています。

臭気対策については、臭いを消すために排気を

水に通してアンモニアを出さないようにしてお

り、苦情も特に出ていないとのことです。 

 本市においても、捕獲頭数の増加に伴って捕

獲個体をその都度埋設しなければならないこと

から、その掘削作業をすること自体が大きな負

担となってきております。有害鳥獣から農作物

を守る活動はこれからも強化し続けなければな

りません。捕獲者の負担を軽減し、これまで以

上に捕獲に集中できる環境を整備するために、

有害鳥獣減容化処理施設の建設を強く求めるも

のであります。 

 農作物を守る活動は、農地、農家、農村地域

を守るにとどまらず、市土の環境を守り、本市

の経済、産業、ブランド戦略全体に関わること

と認識し、関係団体等と建設に向けた協議を直

ちに進めることについて、市長の見解を伺いま

す。 

 次に、地区公民館における市民憲章活用の推

進についてであります。 

 本市の市民憲章は、昭和３９年１０月１日制

定以来、向上心を育み続け、己の人間性を高め、

他の人格を尊重し、協力し合って住みよい社会

をつくっていくんだという意識を共有するため

に、一役買ってきたと私は思っています。そし

て、それは市民憲章の意図するところや制定の

意義に、そう外れてもいないのではないかと思

っています。 

 令和３年７月３１日、上山市青年会議所４５

周年記念式典が行われ、その席上、市民憲章の

朗読が行われました。私は、民間の団体の式典

等において市民憲章を朗読した場に初めて立ち

会い、新鮮な感動を覚えるとともに、同会議所

の目的意識を再認識いたしました。市民憲章を

身近に位置づけることにより、連帯感や共感感
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情を育むと同時に、自分たちの立脚地を確認す

ることにつながるものと思います。 

 市では、市民新年祝賀会や周年行事の折に市

民憲章を唱和し、当日資料にも掲載してまいり

ました。市民憲章は住民と行政の接点と言えま

す。市民は憲章に触れるたびに、自分たちが市

民であることを意識します。このときの意識は、

自分たちが社会をつくっていくんだという認識

の確認であると考えるのは私だけではないはず

です。 

 ５項目それぞれの冒頭にあるみんなという言

葉は、私たち市民一人ひとりはということであ

り、５項目全て言葉どおり、健康、勤労、産業、

安全、安心、人権、福祉、教養、平和、環境の

キーワードを分かりやすく網羅しています。本

市の市民憲章は、他のそれと比べても分かりや

すく整っていると、ひそかに誇りに思っている

ところです。あえて言うなら、第４項目の教養

を身につけというところが最も大切であると思

っています。教養とは、視野を広く持ち、物事

を正しく見て考え、判断する力であり、自分を

知り、他を理解し、尊重し合える人間になるこ

とだと思っています。本市の市民憲章を正しく

理解すれば、全体主義という心配は当たらず、

逆に、人間性豊かな社会生産性のある人づくり

を基本にして、住みよい地域社会を自らの手で

つくっていこうという意思の確認であると言え

るのではないでしょうか。 

 最近、地域社会の人と人との結びつきが薄れ、

互いに疎外化される傾向が強くなってきたと言

われています。そんな中で、身近な社会問題や

自然環境の変化や災害などに地域住民が連携し

て支え合い、より一層住みよい社会をつくる必

要性が増しています。今こそ、市民憲章に立ち

返って、人づくり、地域づくりを推進すべきと

考えます。その拠点となるのが、生涯学習の拠

点施設でもある地区公民館であると考えます。 

 地区の行事等で市民憲章を実際に唱和するな

ど、地区公民館での活用の場面は年数回あるか

と思います。しかし、改めて各地区公民館に市

民憲章の活用状況や集会室等への掲示について

確認すると、ばらつきがあり、全く活用してい

ないところもあるようです。外の看板も、ある

ところとないところ、支柱の損傷の度合い、文

字が読み取れないところと様々であり、市民憲

章の存在すら意識されない状況が見て取れます。

また、新築された地区公民館には全く整備され

ていないのも気になります。 

 市民の郷土愛を育み、安心して暮らせる活力

ある地域社会をつくるため、地区公民館におい

て市民憲章の活用を推進すること、また、市内

全ての地区公民館が等しく推進できる環境を整

えることについて、教育長の御所見を伺います。 

 次に、地区公民館におけるバリアフリー化の

より一層の推進についてであります。 

 近年新しく完成した地区公民館はバリアフリ

ーが行き届いています。また、ほかの地区公民

館もそれぞれに現状に合わせた改修を行い、計

画的にバリアフリー化が進んでいます。 

 ノーマライゼーションの実現には様々な物理

的な障がいがあって、一足飛びに理想的な実現

はかなわないことがあり、思いを継続して、で

きることをやり続けるという考え方が必要と考

えています。 

 地区公民館においては、耐震工事も終わり、

スロープや段差の解消、手すりの設置など、危

険防止に特に気を遣った改修を進めています。

しかし、集会室が２階にあり階段がつらい、上

れないから行けないという声を聞きます。地区

の役員を薦められても、会議室が２階の場合が
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多く引き受けることができなかったと、悔しい

思いを吐露されたこともあります。 

 地区公民館については、今後、長寿命化の計

画はあっても、建て替えの計画はありません。

であれば、大会議室を１階にするか、できない

場合は、階段にリフトをつけるかまで考える必

要があるのではないでしょうか。 

 障がいがある人もない人も、誰もが参加でき

るまちづくりの一環として、地区公民館の在り

方について教育長の見解を伺います。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員に対する答

弁の前に、この際、１０分間休憩いたします。 

    午後 ２時１０分 休 憩 

                  

    午後 ２時２０分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 髙橋義明議員の質問に対する答弁を求めます。

市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 １４番髙橋義明議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、有害鳥獣減容化処理施設の建設につ

いて申し上げます。 

 猟友会をはじめとした関係者の努力により、

有害鳥獣の捕獲数は年々伸びております。捕獲

数の増加に伴い、捕獲者による現場埋設や現在

の共同埋設場だけでは対応が困難になってくる

と認識しております。施設の建設も含めた処理

方法について、地域や関係者とともに研究をし

てまいります。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔古山茂満教育長 登壇〕 

○古山茂満教育長 １４番髙橋義明議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、地区公民館における市民憲章活用の

推進について申し上げます。 

 市民憲章は、豊かな住みよい社会にするため

に、これまで市の行事における唱和のほか、市

の計画や資料等に掲載するなど適宜活用してま

いりましたが、さらなる活用の推進を図るため、

全ての地区公民館に市民憲章の掲示を行ってま

いります。 

 次に、地区公民館におけるバリアフリー化の

より一層の推進について申し上げます。 

 地区公民館におきましては、多くの市民が利

用しやすい施設となるよう、施設の現状を考慮

し、段差解消などの整備を引き続き行ってまい

ります。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 まずは、有害鳥獣減

容化処理施設の建設についてでありますが、現

状の困難な状況はよく理解をしていただいたと

いうことに対して、まずは感謝を申し上げたい

と思います。 

 その上で、施設の建設も含めた処理方法につ

いて、すぐにでも研究を始めるというような答

えであったと思いますけれども、その施設の建

設が必要だという認識を持っていただいたもの

というふうに受け止めてよろしいのかどうか、

まずそこの確認から入りたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 最近、捕獲頭数が非常に増

えてきたということと、あと埋設というんでし

ょうか、土に埋める労力も非常にかかっている

というふうな状況が現場においてはあるという

ようなことをお聞きしているところでございま

す。じゃあ、現在の場所が未来永劫的に確保で

きるのかと、そういうことも調査をしながら、

今議員から提案のあった処理法についても含め
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て検討してまいりたいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 検討してまいりたい

ということでありますけれども、市として積極

的にそういう施設の建設も視野に入れて関係者

と研究を進めるというふうな表現でありますが、

市として、まずは積極的にそういう施設の建設

が必要だという認識に立っていただきたいとい

うふうに私は思っているところでありますが、

そこまでの明言というものが弱いように感じた

んですが、その辺の市長の意識というものをお

聞かせ願いたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 言葉の受け止め方だと思い

ますが、積極的にって使うことがどうなのかも

含めて、要するに、現時点においては、場所の

問題、あとは、あるいは予算の問題、あるいは

運営方法とかいろいろあるわけでございますの

で、ここで一気に含めてということじゃなくて、

やっぱり費用対効果なんかもございますので、

調査をしていくということでございまして、や

らないという表現ではございません。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 具現化してまいりま

すというような表現に受け止めたいなというふ

うに、私は思っていたわけですけれども、いわ

ゆる具現化するについての場所であるとか、あ

るいは運営方法であるとか、あるいは現状分析

をもう少しやって、それから機械装置なんかも

どれが一番いいのか、いろいろ検討する課題が

たくさんあるというようなことだと思います。

その辺の認識は市長と変わりないものというふ

うに私も思っておりますので、ぜひ具現化に向

けて積極的な話合いを進めていただきたいとい

うふうに思ったところであります。 

 さて、この減容化施設、先ほど例をいろいろ

挙げましたけれども、８０度の場合と６０度の

場合とか、それから、なぜあれほど細かにいろ

んな事例を出したかということは、今までそう

いった検討が公の中であまりなされてこなかっ

たために、イメージをみんなに持っていただき

たいというふうなことから、少し長かったかも

しれませんが具体例を出させていただいたわけ

であります。何とか狩猟に従事する方々、捕獲

する方々の素朴な困り事というか、それを何と

か解決するためには、そういったいろんなデー

タを基にして、どれが一番上山にとって有効な

方法なのか、それを協議して具現化していただ

きたいということであります。市長の特段の今

後の姿勢というか、取組の姿勢について御期待

申し上げまして、この件についてはよろしくお

願いをしたいと思います。 

 あえて言うならば、いわゆる古屋敷のところ

も、近頃は集中豪雨とかいろいろございまして、

地盤が緩んでいるとか、いろんな声を聞くこと

もありますし、いつまでもそこを、時間的にあ

そこだけを活用するということも余裕がないの

かなというふうな思いから、何とか狩猟あるい

は捕獲に従事する人たちの負担軽減のために、

具体的な方策を何とか進めていただきたいとい

うふうに思ったところでありますので、政治と

いうのは、今やらないとどうなるのかというこ

とを考えながらやっていくもんだというふうに

思いますので、市長の特段の御努力をお願いを

しておきます。 

 さて、次に、地区公民館における市民憲章活

用の推進についてであります。 

 全ての地区公民館に市民憲章の掲示を行って

まいりますという答弁でございますから、あら

かた私の願いはかなうものというふうに思った
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ところであります。御理解をいただいたことに

対して感謝を申し上げますとともに、市民の自

主性に基づく地域づくりが今後また推進するも

のと確信するものであります。 

 さて、掲示の方法について、私は、屋内の集

会施設の掲示と、それから屋外における、いわ

ゆる外の看板ですね、この２つのことを話題に

いたしましたけれども、この２つについての考

え方、どのようにお考えかお尋ねします。 

○長澤長右衛門議長 生涯学習課長。 

○大澤泰雄生涯学習課長 まず、全部に掲示す

るということにつきましては、屋内の掲示を考

えております。外の看板につきましては、傷ん

でいるものは撤去していくというふうに考えて

います。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 屋内の掲示について

は、同じような形で行うというふうなことであ

ります。これについてはそのとおりだというふ

うに思いますが、外の掲示物について、傷んで

いるものは取り払うということになりますと、

傷んでいないものはそのままということになり

ますが、それでよろしいんですか。 

○長澤長右衛門議長 生涯学習課長。 

○大澤泰雄生涯学習課長 状況を見まして、傷

んでいて、簡単に直せるようなものでしたら直

しますし、撤去したほうが安全だというものは

撤去するということでございます。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 私が申し上げている

ことは、施設によって、あるいは地域によって、

あるところとないところがあってはいけないの

ではないかということを申し上げました。つま

りは、ポイントというか、一番大事なことは、

市民憲章をどのような場面でどう活用するのか

ということについては、それぞれの地域や主催

する団体によって自主的に運用されるものだと

いうふうに思ってございます。ただ、活用する

に当たって、地域ごとの環境に差異があっては

ならないというふうに思うわけでありまして、

つまりは、行政の平等という立場から環境整備

が図られなければいけないというふうに思って

いるところです。今の課長の答弁ですと、ある

ところとないところができてしまいますが、そ

の件についてはいかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 生涯学習課長。 

○大澤泰雄生涯学習課長 まず、あるところと

ないところ、現状あるわけですけれども、もと

もとは地区公民館ということで、全てに設置し

ていたのかなというように感じております。た

だ、市内本庁地区の三館につきましては、地区

公民館という意味合いがなかったのですけれど

も、外に設置してあるものは、現状を見ますと、

逆に撤去すべきものがほとんどなのかなという

ふうに考えているところなんですけれども、ま

ず現状を確認しまして実施させていただきたい

というところでございます。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 撤去すべきところが

ほとんどという表現がありましたけれども、北

部地区公民館というのが市内の公民館というふ

うに位置づけられるかどうかは難しいところな

んですけれども、あそこは撤去に値しないよう

な場所に立派に掲示されておって、文字も薄れ

ていないというふうに認識をしておるところで

あります。また、どこそこの地区公民館はこう

いう状況だということを一々説明するとまた弊

害がございましょうから、そういうことは申し

上げませんけれども、いわゆる文字が薄れてい

て、それを今だと直せるというようなところで
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あります。あとは、ないところについては作ら

なければいけないというのが私の考えでござい

ますけれども、いわゆる外の看板も同様に整備

したほうがいいというふうに私は思いますが、

そういう考えはないということで確認してよろ

しいのでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 生涯学習課長。 

○大澤泰雄生涯学習課長 まず、外ですと傷み

も激しいという部分、傷みやすいという部分も

ございますので、まずはしっかり中の部分を整

備させていただきたいというふうに考えており

ます。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 まずはしっかり中の

ほうということで、まずは中のほうから取りか

かると、外のところはまた後でじっくり考える

というふうにも聞こえるわけでありますが、外

と言いましても、いろんな場所については様々

あろうかと思いますし、また、今ないところに

ついても整備の仕方というのはいろいろあると

思いますので、中のことはすぐにやって、外の

ことについては後ほど考えるという考えでよろ

しいのか、それとも、今外にあるものは、形の

あるものはそのままであれだけれども、だんだ

ん朽ちていったものは順次撤去していくという

考えなのか、その辺だけ確認しておきたいと思

います。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 いろいろ議論あるようでご

ざいますが、要は、やはり公民館に市民憲章を

整備するということが基本でございます。です

から、旧支所・出張所ですか、そこに当たるも

のについては外にあったわけでございますが、

中に整備をすれば外のもう一つの市民憲章は必

要でないというふうに考えておるという答弁だ

と思いますので、そういう形で整備をさせてい

ただきます。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 さて、市民憲章の話

が出ましたけれども、教育長は平成２５年に教

育委員長になられて、そして平成２７年から教

育長になった、その中で、かみのやま子ども宣

言を制定されまして、それを活動の中で活用し

てきたというような経験をお持ちであります。

そういう中で、これに取り組んだ経験から、ま

ずは公民館限定で申し上げますけれども、いわ

ゆる生涯学習の拠点施設としては生涯学習セン

ターとか、あるいは体育文化センターもござい

ますし、あるいは各地区の公民館の中において、

いわゆる活用の仕方について、教育長としての

見解もぜひお聞かせを願いたい。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○古山茂満教育長 市民憲章の５つについては、

私は全て大事だなというふうに思います。ただ、

市の教育委員会としてということを考えると、

議員がお話しされたように、４項目の、みんな

教養を身につけ平和のまち上山をつくりましょ

うという部分が私も大事かなと、教育委員会か

らするとです。 

 そうしますと、その教養をつけるという部分、

学校でも、授業でも、これは一つの教養ですか

ら、全部教育委員会としては関わっていると、

スポーツ振興課も、生涯学習課も。ただ、私は

今まで教育長をしてきて、自分の専門なんです

けれども、スポーツが本当に教養になっている

かなと、教養にならなければならないなという

願望は持っています。やはりこの教養というの

は、私は物の見方、考え方について、部分より

も全体を見る、中間的な物の見方よりは鳥瞰的

な物の見方も考えられるだろう。あともう二つ
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は、部分よりも全体を見る力をつけることがで

きるだろう、教養というのは。それからもう一

つは、自利、自分の利益よりも、利他、他の利

益を考える、そういうふうな部分で教養という

のは物すごく大事だということを思っています。 

 そういう意味からすると、この市民憲章は大

事なことであって、どちらかといえば、市の祝

賀会なんかでも唱和するんですけれども、もう

少しやっぱり広めていったほうがいいのではな

いかなというふうに思っています。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 教育長としての答弁

を聞くのも今回が最後になるんだなというふう

に思います。ただいまの教育長の見解も重く受

け止めたいと思っております。 

 さて、それでは３番目の提案ですが、いわゆ

るバリアフリー化のより一層の推進についてと

いうことでありますが、この答弁の表現を考え

ますと、段差解消などの整備を引き続き行って

まいりますということは、これまでの考え方を

踏襲して直すのを頑張ってまいりますと、こう

いうふうに受け取られるわけですけれども、私

が具体的に申し上げました、いわゆる集会室が

１階にあったほうがいいよねと、２階にあるな

らばリフトをつけてほしいというような、具体

的なこれがかなうか、かなわないかというのも

あるんですけれども、そういった基本姿勢とい

うのか、そういうようなものを手直しというよ

りもリノベーションというか、そこまでの改造

をしてでも、できるならば私が思うようなバリ

アフリー化も、そこまでを基準というか、標準

にしてほしいという気持ちなんでありますが、

ここについて、引き続き行ってまいりますの意

味というのかを具体的にお願いしたいと思いま

す。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 これについては大変重要な

ことだと思います。北部地区公民館につきまし

ては、２階であったわけでございますが、１階

がシルバー人材センターということであります。

そういう中で、いろいろ地域からも意見が出ま

して、小型のエレベーターを造ったらどうかと

か、いろんなお話を承りました。しかし、やは

り築何年ということを考えたのであれば、予算

的なことを考えて調査しました結果、検討した

結果、非常に難しいということがありました。

そこで、シルバー人材センター、たまたまとい

いましょうか、めんごりあの跡が空きましたの

で、そこに移ってもらって１階を集会所とかに

するというようなことで、その危惧されたこと

が解消されたというふうに我々は認識しておる

ところでございましたが、ほかの公民館につき

ましても、そういうところがあるかと思います。

しかし、やはりそれの中で、１階でどうしても

できない、じゃあ２階になる。そうすると小型

エレベーターとか、そういったものが必要であ

るというふうになってくるわけでございますの

で、これにつきましては、やっぱり利用の頻度

とか、費用対効果というと大変語弊がございま

しょうけれども、やっぱり莫大なお金をかけて

までということにはなかなか難しい面があると

思います。そういうことで、いわゆる公民館事

業での部屋の使い方とか、そういった創意工夫

をしていただいて、最小限度の投資というとお

かしいかもしれませんけれども、いわゆる段差

解消とか、そういうことで対応できるならば、

そういう方向で進みたいというのが今回の答弁

の趣旨でございます。 

○長澤長右衛門議長 髙橋義明議員。 

○１４番 髙橋義明議員 今ので分かりました。 
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 あと、そういうふうな大々的な改修が必要と

思われるものは一つ、まあ二つかなというふう

に私も思いますので、それは今申し上げました

ように、その考え方、いわゆる地区民、使う人

の使い方の工夫ということもあるんだなという

ふうに押さえさせていただきました。なお、該

当する地区の方々とも相談して、今後進めてま

いりたいというふうに思ったところです。これ

で私のこの質問を終わります。ありがとうござ

います。 

○長澤長右衛門議長 次に、３番佐藤光義議員。 

〔３番 佐藤光義議員 登壇〕 

○３番 佐藤光義議員 議席番号３番、会派蔵

王、佐藤光義です。 

 通告に従いまして、順次質問いたします。 

 今回は、大きく分けて２つのことについて質

問いたします。 

 初めに、ふるさと納税に農業振興枠を新設・

活用した独自の農業振興策についてです。 

 平成２７年度から返礼品の送付を始めた本市

ふるさと納税は、全国の皆さんから温かい寄附

を頂き、以降、毎年約１０億円近い実績を上げ、

令和２年度には２０億円を超えるなど、順調に

推移していると考えられます。返礼品の内訳は、

サクランボが約２６％、ブドウが約１１％、

ラ・フランスが約１２％、米が約７％、ワイン

が約２％となっており、農作物関係が高い割合

であることが分かります。 

 すばらしい風土と技術により作り上げられた

サクランボやブドウ、ラ・フランス、ワインな

ど、全てが最高級品ですばらしいブランド力を

持っていると言っても過言ではないと思います。

生産者からの返礼品は、寄附をいただいた方々

に感動を届け、生産者の熱意を感じていただけ

ているのだと思います。数多くの生産者の御協

力によりここまで伸びてきているのだと感じて

おり、敬意を表すものであります。そして、こ

れまで数多くの生産者から御協力いただき、上

山を全国に発信していただいているからこそ恩

返しをしなければいけないと感じています。 

 そこで、突然の自然災害においても迅速に対

応できるほか、ふるさと納税の使用使途が生産

者に対して目に見えて分かるようになるなど、

今後も生産者とよりよい関係性を築いていくた

め、ふるさと納税に農業振興枠を新たに設けて

実施すべきと考える２つの農業振興策を提案し

ます。 

 初めに、ふるさと納税の農業振興枠を新設・

活用したかみのやまブランドの発信や耕作放棄

地の解消に向けた新規就農者に対する支援につ

いてです。 

 農業において、農業従事者の高齢化は喫緊の

課題であるとも言えます。総務省の発表による

と、平成７年に約２５６万人だった基幹的農業

従事者は平成３０年には約１４５万人、約２０

年の間に約４３％減少し、平均年齢も５９．６

歳から６６．６歳と７歳も上昇したそうです。 

 そのため、農水省では、農林水産業・地域の

活力創造プランと題した施策を用意し、２０２

３年までに４０歳代以下の農業従事者を４０万

人に引き上げる目標を掲げ、農業に携わろうと

する人々への必要な技術習得の研修や経営の不

安定な新規就農者への補助金等による支援など

の対策を講じるとしました。その結果、４０歳

代以下の農業従事者は、２０１３年の３１万１，

０００人から２０１７年には３２万６，０００

人と微増しましたが、あと三、四年で４０万人

という目標には程遠い数字と言わざるを得ない

と言っています。 

 また、農業労働力の確保に関する行政評価・
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監視─新規就農の促進対策を中心として─によ

れば、全国にある都道府県農業会議のうち１８

の団体を対象とした調査を行ったところ、平成

２６年度の農の雇用事業の研修生の離農率が３

５．４％で、調査対象となった１，５９１人の

研修生のうち５６４人が離農したことになるそ

うです。新規就農者にとっては、農地の確保が

難しいという課題もありますが、土地の持ち主

にとっては、これまでの思いが強く、貸し出せ

ずに耕作放棄地になっているのが現実でもあり

ます。 

 本市の新規就農者の近年の状況は、大体年間

六、七人くらいです。そんなに多いほうではな

いと思いますが、次世代を担っていく力になる

ことは言うまでもありません。そんな新規就農

者に対して、本市独自でも様々な支援を行って

おりますが、ふるさと納税に農業振興枠を新設

して、支援の拡充をすることで、農業を始める

なら上山と、新規就農者がＳＮＳを活用して、

上山で作るブランド品は全てがすばらしいと発

信してもらえるようになり、新規就農者の数も

増える、農業従事者の高齢化率も下がる、耕作

放棄地の解消または空き家の解消等、様々なプ

ラスの効果が期待されると考えますが、市長の

御所見を伺います。 

 次に、凍霜害等に対する市独自の給水設備に

係る補助についてです。 

 令和３年の４月に発生した霜の被害により、

山形県内全域で深刻な状況になっています。凍

霜害は、初冬から早春にかけて、夜間急激に起

こる冷却によって発生する気象災害です。これ

により、サクランボやラ・フランスの雌しべに

影響が起き、実がならないなどの深刻な問題に

つながっています。毎年被害はあり、生産者の

方々も対策を行ってきていますが、今年は過去

最悪とも言える被害の発生状況です。特に、サ

クランボの被害が大きく、私が話を伺ったとこ

ろは、六、七割の減収で、これほど被害を大き

く受けた年はないと言っていました。 

 山形県は、凍霜害による農作物の被害額が７

月末での速報値で１２９億８，０００万円に上

り、全体の被害面積は３０市町村の約４，１９

１ヘクタールで、このうち果樹が４，１７０ヘ

クタールで１２９億４，２００万円、スイカや

アスパラガスなどの野菜関係は１９ヘクタール

で３，８００万円と発表しました。県内ＪＡグ

ループの被害状況は、サクランボの販売量が前

年対比５７％となりましたが、販売単価が前年

対比１２２％となり、販売額は前年対比７０％

となったようです。 

 この支援として、本市では、ふるさと納税ポ

ータルサイトと連携し、凍霜害によって返礼品

の送付が困難となった生産者に対して、今後も

意欲を持って取り組めるよう後押しすることが

できる災害復旧支援型の返礼品企画「きふ

と、」の活用を７月末より開始しました。納税

者に対して返礼品がなく、代わりに生産者から

のお礼状が届くという内容になっていて、集ま

った金額は８月２６日現在、１か月間で１０件、

約１８万円だそうです。 

 一方で、今後に向けた凍霜害対策も重要であ

り、私は散水氷結法が有効だと考えています。

散水氷結法とは、スプリンクラー等により樹体

に散水し、水の持つ潜熱により凍結温度以下に

降下させない方法ですが、効果を保つためには、

１０アール当たり１時間で４トン以上の水が確

保できることと、園地全体に均一に散水する設

備の設置が必要となるようです。 

 そこで、ふるさと納税に農業振興枠を新設し

て、給水設備に係る補助を実施すべきと考えま
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すが、市長の御所見を伺います。 

 最後に、ドローンを活用した有害鳥獣対策に

ついてです。 

 近年、有害鳥獣による農作物の被害は深刻化

しており、農業従事者にとって大きな問題とな

っています。有害鳥獣による農作物の被害を防

ぐために、本市でも捕獲奨励金を導入してから

捕獲頭数は右肩上がりに増えているのが事実で

す。 

 しかし、時代の流れで、ＩＣＴを活用した有

害鳥獣対策は全国的に様々なものが取り入れら

れています。本市においても、ＩＣＴを活用し

た囲いわなを取り入れていますが、まだ捕獲の

実績はなく、囲いわなの近くを横切った数頭が

確認された状況です。 

 このたび提案するドローンは、２４時間可能

で、より正確な有害鳥獣の個体調査や生息域の

調査、超音波での追い払い等がコスト削減、作

業の効率化によって行うことができるようにな

るものです。 

 ドローンに搭載したカメラ等を用いて、野生

鳥獣の監視や生態調査を行うことができます。

有害鳥獣をモニタリングし、詳細な行動を把握

することで各種対策を効果的に進めることがで

きるのです。ドローンには、光学カメラに加え

て赤外線カメラを搭載可能なため、夕刻に活発

化する有害鳥獣もモニタリングできます。また、

近年では、機械学習を用いて解析することで、

有害鳥獣の個体識別ができるようになってきて

います。 

 ドローンのパトロールによって追い払うこと

もできます。有害鳥獣に接近して飛行するだけ

でも、飛行音によって有害鳥獣は警戒心を抱き

ます。さらに、ドローンにサーチライトや超音

波、音響装置を搭載することで威嚇効果を高め

ることもできるのです。また、モニタリングや

巡回パトロールによって有害鳥獣の行動範囲が

予想できるようになれば、より効率的なパトロ

ールのルートを設定することができます。 

 従来の有害鳥獣対策として、侵入防止柵、追

い払い機器、忌避剤などが主流でした。そして、

それらの対策機器に加えて、猟友会による捕獲

や駆除に頼る方法でした。人員の数や現地での

調査に日数や工程が多くかかっており、有害鳥

獣対策の知見も猟友会の経験に頼るものでした。 

 しかし、ドローンを利用すれば、最小限の人

員で有害鳥獣の監視や追い払いを行うことがで

きます。また、ドローンの情報を利用すること

で効果的に侵入防止策などを講じることもでき、

データとして蓄積、可視化し、共有することが

可能となります。さらに、ドローンと従来の手

法やほかの装置を組み合わせることで、効果的

に有害鳥獣対策が実施できます。単体でも監視

や追い払いを行えますが、組み合わせることで

さらに効果を発揮するのです。また、空から定

期的に被害地区近辺を撮影することで、植物の

植生など状況の変化を捉えたり、動物が好む場

所や移動する箇所の特定、さらには３次元マッ

プを作成して事前調査を行うことも可能です。 

 このようなことから、ノウハウの差によらず、

効果的に駆除や捕獲を行うことができるドロー

ンを有害鳥獣対策に活用すべきと考えますが、

市長の御所見を伺い、第１問とします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ３番佐藤光義議員の御質問

にお答えいたします。 

 初めに、ふるさと納税に農業振興枠を新設・

活用した独自の農業振興策について申し上げま

す。 
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 新規就農者や凍霜害等への支援を含めた農業

振興策は、ふるさと納税の有無にかかわらず、

必要な取組や支援を行っております。今後も同

様の考えで農業振興策を推進してまいりますの

で、ふるさと納税に農業振興枠を新設する必要

はないものと考えております。 

 次に、ドローンを活用した有害鳥獣対策につ

いて申し上げます。 

 有害鳥獣対策は、地域ぐるみの防護柵設置や

ＩＣＴを活用した捕獲実証など、地域の実情に

応じた対策を講じているところであります。ド

ローン導入については、民間企業の技術力を活

用するなど、その有効性を確認した上で判断し

てまいります。 

○長澤長右衛門議長 佐藤光義議員。 

○３番 佐藤光義議員 まず初めに、ふるさと

納税に関してですが、農業振興枠は新たに新設

しないというふうな回答でございましたが、そ

の農業振興枠を新設しないという理由について、

もう一度お伺いします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 農業振興枠を新設しないと

いうことは、要するに、先ほど答弁いたしまし

たように、ふるさと納税があるなしにかかわら

ず、農業政策としてきちんと対応していくわけ

でございますので、その必要はないというふう

に考えております。 

 なお、ふるさと納税の実績でございますが、

いわゆる農業を含めた産業振興については１万

１，６９８件の１億２，７９１万２，０００円、

６．３％というような状況にございます。 

○長澤長右衛門議長 佐藤光義議員。 

○３番 佐藤光義議員 今、市長から受けまし

て、その産業振興枠に集まった寄附金額だと思

いますが、私、実際に第１問目でも言ったんで

すけれども、農家の方からお話をいただきまし

て、これだけふるさと納税に、約７割近い返礼

品が農作物関係だと、これだけ協力してやって

いるのに、実際、そのふるさと納税で上がった

利益が農家に対してどれくらい使われているか

実感が湧かないというふうなことがありました。

なので、今回は実際に産業振興枠の中から農業

を独立させて設けてほしいというふうな具体的

なこともありましたので、そちらを提案させて

いただきました。そこに集まった寄附金に関し

ては、緊急な対策であったりとか、あとは新規

就農者に対して、これまで同様の補助プラスふ

るさと納税を生かしてさらに上乗せをして、よ

り手厚く補助をして、どんどん新規就農者の数

を上げてほしいというふうな提案でしたが、こ

れについて、上乗せして拡充をするということ

についてはいかがですか。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 農業振興策、先ほど申し上

げましたように、当初予算で、そして農業政策

として上がったものについては予算措置をして

やっていくということでございましたので、そ

の中にふるさと納税も入っているわけです、現

実としては。全ての一般会計に入っているわけ

ですから、農業枠に格別な、例えば、６．３％

入っておりますけれども、これで済んでいるわ

けではないです。もっともっと予算措置をして

いるわけでございますので、予算あるいは農業

枠を設けないという答弁させていただきました。 

 ただ、上乗せにつきましては、どういう上乗

せが必要なのか、どの程度の上乗せが皆さんが

望んでいるのか、それはやっぱり現場の声を聞

いてやっていかないと、ただ単に我々が何％上

乗せする、ただ、上乗せしたからこそ増えると

いう、いわゆるバックボーンがどこにあるのか
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ということがやっぱりきちんとしていかないと、

ただ上乗せしたから増えるということでは必ず

しもないと思いますし、そうじゃなくて、もっ

と周りの環境整備とか、そういったことをやっ

ていくのが我々行政でございますので、ただ単

にお金を上乗せするからいいというような政策

ではないというふうに考えております。 

○長澤長右衛門議長 佐藤光義議員。 

○３番 佐藤光義議員 １問目で申し上げたと

おり、本市はここ数年、六、七人の新規就農者

で、県内のほかの自治体のところを見ると二桁、

多いところでは２０人とか来ているようです。

そういったところは家賃補助とかも、家賃補助

２分の１、上限４万円というふうなこともして

いるようなので、そういったほかの自治体でや

っていることをまねするというわけではないで

すけれども、新しくその補助を確立させるとか、

それだけではなくて、やっぱり農業は機械購入

に関してはすごく高額なものなので、そこの金

額を、今大体２０万から２５万の上限が設けら

れていますけれども、その上限額をもっと引き

上げることによって、さらに農業をしやすくな

ると思います。新規就農者に関しては、初期投

資がすごく大変だと。定着するまで最初は収入

がなく、非常に大変というところもあるので、

そういったところを手厚くしてくれることで、

新規就農者が増えるというふうなことは予想で

きると思います。 

 １問目で申し上げたように、今、若い人たち

はＳＮＳを活用して、ふだんの自分の生活を非

常にアップして、言い方悪いかもしれないです

けれども、勝手に宣伝してくれるというような、

いいものはいいとしっかり宣伝してくれるので、

それが口コミにもつながって、自然と上山って

いうのも全国や世界でも、全部どんどんどんど

んと発信されていくということにつながって相

乗効果があると思います。なので、今後も新規

就農者に対して手厚い補助をできるように、こ

のふるさと納税を活用して、そこに集まったも

の、以前に聞いたら、何か年度内に使い切ると

いうふうなことがあったというふうなこともあ

るので、ぜひ農業枠を新設していただいて、農

家の方々に目に見えて分かるようにしていただ

きたいなというふうに思い、提案したものでご

ざいました。今後もその活用についてしっかり

と検討していただきたいなというふうに思いま

す。 

 今後とも、何かもっと農家の方々から強い要

望が届いて、農業振興枠を設けるというふうに

なっていただければなと思いますので、要望書

等がありましたら、ぜひ前向きに検討していた

だきたいなというふうに思います。 

 続きまして、凍霜害に関してですが、今年度、

本当に過去最悪とも言える被害状況となってお

りまして、県内だけにはとどまらず、全国でも

被害状況が最悪というふうなことを聞いており

ます。これに関しても、県でも本市でも補助を

行っているんですが、これもふるさと納税を活

用して、補助の拡充をするということは考えて

はいないということでよろしいのかお伺いしま

す。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

○横戸長兵衛市長 おっしゃるとおりです。 

○長澤長右衛門議長 佐藤光義議員。 

○３番 佐藤光義議員 分かりました。これに

ついても、今後、そのふるさと納税の農業振興

枠というふうなものができたら、しっかりと、

ほかの自治体よりも手厚い補助になるようにし

ていってほしいなというふうに思います。 

 最後に、ドローンについてでありますが、民
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間企業の技術力を活用するなどというふうなこ

とがあったんですが、これに関してですが、今

現在、民間企業の技術力などを調査研究とかし

ているのかお伺いします。 

○長澤長右衛門議長 農林夢づくり課長。 

○漆山 徹農林夢づくり課長 今現在、ドロー

ンの導入については、まだ検討していない状況

でございます。ただ、他市の先進事例とかもご

ざいますので、そういった部分を聞き取りしな

がら研究してまいりたいとは思いますが、民間

の企業でも、ドローンを活用した鳥獣対策とい

うことで銘打っているところがございますので、

そういった企業にも聞き取りをしながら、有効

な対策、上山市にとって有効であるかどうかと

いう部分も含めて検証する必要があると思って

おります。 

○長澤長右衛門議長 佐藤光義議員。 

○３番 佐藤光義議員 ドローンに関しては、

全国的に実証事例というのが非常に出てきてい

ます。近くでは、福島県であったり、岩手県で

あったり、イノシシの追い払いや鹿、あとはス

ズメ、カラス、タヌキ等々、いろいろな有害鳥

獣に関して効果を上げてきていると。だんだん

だんだんと実績も上がってきているので、その

辺の調査もして、ぜひ取り入れてほしいという

ところがあります。それについていえば、ドロ

ーンを活用すれば、追い払いだけではなくて、

さらに捕獲頭数のほうも今後上がっていくとい

うふうなことがあるので、日々、農業従事者の

方や猟友会の方たちと連携を取りながら、お話

を進めていってほしいなというふうに思います

が、いかがですか。 

○長澤長右衛門議長 農林夢づくり課長。 

○漆山 徹農林夢づくり課長 我々素人がドロ

ーンを使ってどの程度できるのかという部分も

ございますし、猟友会の方や関係者の方の意見

も聞きながら、取り入れても有効性が見られる

という判断も仰ぎながら、検証のほうは今後や

っていきたいと考えております。 

○長澤長右衛門議長 佐藤光義議員。 

○３番 佐藤光義議員 実際に、そのドローン

を操縦するというふうなところもあると思われ

ますが、自動でＡＩで画像認証させて２４時間

飛行というか、自立飛行させられるというふう

なものもありまして、それだと２４時間無人で

できるということもあります。そういったもの

を活用すると非常に効率が上がる。夜行性の有

害鳥獣なんかにもすごく効果的だというふうな

事例も挙がっていますので、ぜひ様々な有害鳥

獣対策をしている方たちと連携を取って、話合

いをしていただきながら進めていってほしいな

というふうに思います。 

 あと、ちなみに、山形市のほうで、ドローン

のスクールというふうなものも、無料であった

り、有料であったりと、そういったものがある

ようなので、そちらのほうもぜひ研究して、前

向きに進めていってほしいなと思います。 

 以上で終わります。 

○長澤長右衛門議長 この際、１０分間休憩い

たします。 

    午後 ３時１４分 休 憩 

                  

    午後 ３時２４分 開 議 

○長澤長右衛門議長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、８番尾形みち子議員。 

〔８番 尾形みち子議員 登壇〕 

○８番 尾形みち子議員 会派蔵王、８番尾形

みち子でございます。 

 通告に従いまして、順次質問をいたします。 
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 最初に、消費者教育・啓発の推進についてで

あります。 

 特殊詐欺等の被害から高齢者を守る貸付けＩ

Ｃレコーダーの取組であります。 

 新型コロナウイルス感染症が世界を震撼させ

た２０２０年は、連日、新型コロナ関連のニュ

ースが流れ、今までの生活とは一変した不安な

日が続きました。 

 全国の消費生活センターには、新型コロナウ

イルスに便乗した特殊詐欺や悪徳商法に関する

相談が多く寄せられました。詐欺集団と悪徳業

者にとっては、世の中の騒ぎや不安は消費者を

巧みにだます絶好のチャンスと思われます。マ

スクや消毒液が不足すればそこに付け込んだ手

口を使い、給付金が話題になればそれを利用し

た手口となり、県内においても、持続化給付金

不正受給事件でだまし取ろうとした天童市の会

社員夫婦が逮捕された事件が発生しています。 

 また、新型コロナに便乗した消費者問題は、

うそ電話詐欺、なりすまし詐欺、送りつけ詐欺、

フィッシング・アンド・悪徳サイト、悪質セー

ルス、オレオレ詐欺、投資詐欺、国際ロマンス

詐欺と、どれも苦境や不安に付け込む手口であ

ります。特に、還付金名目の特殊詐欺、うそ電

話詐欺の前兆電話、アポ電は、県内では１月か

ら１６０件以上も事件が発生しています。今後

も、自然災害や大きなイベントなど、世の中を

騒がす出来事が起きたとき、詐欺や悪徳商法に

はこの機に便乗して消費者を狙っているのであ

ります。 

 本市の人口約４割が高齢者であり、独り暮ら

しや二人暮らしの世帯も多く、悪徳商法等から

被害を未然に防ぐため、高齢者に対して、貸付

けＩＣレコーダーを電話機に接続することでオ

レオレ詐欺やなりすまし詐欺の阻止に役立つと

考えます。 

 本市では、上山市消費生活センターだよりの

発行や、身近な相談窓口であります上山市消費

生活センターを周知するためステッカーを全戸

に配布するなど、啓発を行っておりますが、よ

り具体的な対策が必要と考えます。また、コロ

ナ禍の中で、相談件数も多いと聞いています。

いつ収束するか分からない感染状況であり、こ

こ一、二年は不安な現状が続くことが予想され

ております。 

 このためにも、悪徳商法や便乗商法、そして

ＳＮＳなどの詐欺も巧妙化している今だからこ

そ、高齢者の方々などに、電話機に設置するだ

けでいい貸付けＩＣレコーダーを無償で貸与す

る取組を実施すべきと考えますが、市長の御所

見をお伺いいたします。 

 次に、市民のための研修会開催、そして市民

大学等の設置の取組であります。 

 現在、市民のための消費者教育に関しては、

小中学校、成人式等で若年層への啓発グッズの

配布や出前講座による啓発活動を実施している

と聞いております。 

 昨年はコロナ禍で、出前講座はほとんど申込

みがない状況ですが、前述で申し上げましたと

おり、コロナ禍の今だからこそ、特殊詐欺、悪

徳商法から市民を守るため、だまされないとい

う市民の意識を向上するには研修会の開催等が

重要と考えております。また、市民の消費者教

育として、特殊詐欺や悪徳商法から市民を守る

市民大学等の設置は、より効果的なＰＲになり、

関心が高まると考えられます。 

 広く消費者教育を普及させるため、研修会と

悪徳商法撃退法等など、被害を未然に防止する

ための専門的な知識を学ぶ市民大学の開催をす

ることについて、市長の御所見をお伺いいたし
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ます。 

 次に、上山市独自の上山市消費者サポーター

制度の創設であります。 

 本市には、長年、消費生活を推進する女性団

体で水曜会がありました。しかし、代表の方が

高齢になり、最終的には解散となったため、本

市では、既に消費者団体は現在は登録されてい

ない状況であります。 

 県においては、消費者教育の推進として、消

費生活サポーター制度を平成１０年から養成講

座を開催しております。応募資格は１８歳以上、

消費生活や消費者問題に関心のある方、委嘱の

期間は３年間、さらに更新が可能、活動内容は

自己研さん、消費者啓発など、消費生活サポー

ター、現在は１０４人が活動中であります。ま

た、県内の市町村に対しても、賢い消費者とし

ての市民意識の向上のため、各市町村の消費生

活相談員と連携し、消費生活相談サービスが受

けられる体制づくりをしております。 

 一方、本市の状況といえば、つい最近、８月

２６日、新聞報道もありましたが、還付金の未

遂詐欺などの被害が発生しております。今後も

消費生活社会を理解し、賢く生きる知恵が必要

と思われます。 

 このことからも、消費者教育は重要と考えま

す。消費者サポーターを独自で育成している米

沢市、山形市では、詐欺被害の減少に一翼を担

っているようであります。本市でも、消費生活

の団体を立ち上げ、活動する有志がいましたが、

結果として、継続できず断念した状況でありま

す。 

 市民の消費生活を向上させる理解や知識を深

め、自己研さんのためにも、本市独自の消費者

サポーター制度の創設について、市長の御所見

をお伺いいたします。 

 次に、２番、教育行政についてであります。 

 学校教育全体におけるＳＤＧｓの教育の推進

であります。 

 文科省の新学習指導要領の実施に関連しての

観点からお伺いをいたします。 

 誰一人取り残さない社会の実現を目指し、国

際社会全体で持続可能な開発目標、ＳＤＧｓに

ついて、２０１５年に国連で開かれたサミット

の中で合意されました。国際社会の共通の目標

であり、２０３０年、令和１２年まで、貧困、

飢餓、平和、不平等、経済成長、教育、気候変

動など、達成すべき１７の目標と１６９のター

ゲットから構成されております。 

 日本は、オールジャパンで取り組むというこ

とを表明しており、これらの課題に向けては産

学官が連携して、一人ひとりがそれぞれの生活

や活動の中で実践していくことが望まれます。 

 そこで、環境問題です。地球温暖化による植

物の絶滅危惧種の保護、異常気象による自然災

害、生態系への影響、ほかにも車の排気ガスを

少しでも減らすため、エアコンをできるだけ使

用しないアイドリングストップを心がける、最

近注目のバイオガソリンを実用化して、少しで

も排気ガスを減らすことが大切であることなど、

気づき、考え、行動につなげるきっかけになる

内容が多岐にわたっております。 

 将来の社会形成者の育成を担う学校現場にお

いて、今まで以上、社会との関連性を意識した

取組が期待されております。ＳＤＧｓを切り口

に、探求型学習を進める意義は大変大きいと思

われます。新学習指導要領で求めるグローバル

化の進展や社会の多様性に対応した人材を育て

るためにも、ＳＤＧｓを切り口に社会とつなが

る取組を行うことは、児童生徒にとって、広い

視野、そして新しい観点からもよいきっかけに
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なるのではないでしょうか。 

 そこで、教育長にお伺いいたします。本市の

学校教育全体におけるＳＤＧｓについてであり

ます。 

 本市の小中学校共に、ＳＤＧｓのいろいろな

取組を行っているというようなお話を伺いまし

たが、学校、クラスの中で、特に地球温暖化防

止についての学びや環境省で推進している環境

カウンセラーによる環境教育などには、ほかに

も企業、団体等にアプローチをして連携するな

どの検討をされているのか、教育長の御所見を

お伺いいたします。 

 私は、持続可能な社会の実現に向けた人材教

育と、より実用的な環境・エネルギー教育をテ

ーマとしたＳＤＧｓ教育を積極的に取り上げて

学習することを提案いたします。 

 以上で第１問目といたします。 

○長澤長右衛門議長 市長。 

〔横戸長兵衛市長 登壇〕 

○横戸長兵衛市長 ８番尾形みち子議員の御質

問にお答えいたします。 

 初めに、特殊詐欺等の被害から高齢者を守る

貸付けＩＣレコーダーの取組について申し上げ

ます。 

 高齢者の特殊詐欺被害防止については、上山

市消費生活センターを中心に啓発活動を実施し

ているほか、警察や地区会など、関係機関、団

体と連携し、世帯訪問等の犯罪被害防止活動に

取り組んでおります。また、被害防止に効果が

認められる留守番電話機能付電話機も広く普及

していることから、貸付けＩＣレコーダーに取

り組む考えは持っておりません。 

 次に、市民のための研修会開催や市民大学等

設置の取組について申し上げます。 

 消費者教育については、若年層へのグッズの

配布や広報紙の発行並びに警察や地区会、防犯

協会と共同で行う世帯訪問などにより、被害の

未然防止と併せて消費者意識の向上に取り組ん

でおりますので、改めて研修会の開催、あるい

は市民大学の設置に取り組むことは考えており

ません。 

 次に、上山市消費者サポーター制度の創設に

ついて申し上げます。 

 上山市消費生活センターでは、市民向けに消

費者啓発活動に取り組むとともに、市民と直接

対話できる相談窓口を常時開設しており、消費

者サービス体制が構築されていることから、市

独自の消費者サポーター制度を創設する考えは

持っておりません。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

〔古山茂満教育長 登壇〕 

○古山茂満教育長 ８番尾形みち子議員の御質

問にお答えいたします。 

 学校教育全体におけるＳＤＧｓ教育の推進に

ついて申し上げます。 

 これからの学校の教育には、一人ひとりの児

童生徒を、持続可能な社会の創り手として育成

することも求められております。それを実現す

るため、各学校では、実態に合わせ、各教科は

じめ、教育活動全体を通して、ＳＤＧｓに関す

る様々な取組を行っておりますので、ＳＤＧｓ

における環境・エネルギー教育のみに特化した

取組を行う考えは持っておりません。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 それでは、質問に入

らせていただきます。 

 消費生活教育の啓発ということで、貸付けＩ

Ｃレコーダー、これ自動通話、録音装置という

ことにもなっておりますけれども、平成２８年

に県の消費生活センターから、県全体では１５
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０台というふうな貸付けＩＣレコーダーを自治

体のほうに出したというような動きが記録され

ております。本市でも５台ほど割当てされてい

ますが、県のまとめでは、このアンケート調査

に、大変効果があって役に立ったというアンケ

ートだったんですけれども、私ちょっと聞いて

いないので、その後の本市の検証、この５台で

すけれども、こういったものが役に立っている

かどうかも含めてお聞かせいただきたいという

のがまず第１点であります。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 平成２８年度におき

まして、県の事業として、警告メッセージ機能

つきの通話録音機の貸付けを行いまして、上山

市では５台、県のほうから割当てをいただいて、

５世帯でそのモニター検証などを実施しており

ます。機器を説明させていただきますと、その

録音機は、電話がかかってくると、受話器を上

げる前に、振り込め詐欺などの犯罪防止のため

に自動録音させていただきますよというメッセ

ージが流れる機器でございます。これら５台を

モニター事業ということで平成２８年度に設置

をいたしまして、アンケートなどにもお答えを

いただいたという事業でございました。 

 議員おっしゃるとおり、機器を使用した感想

としては、被害防止に、遭うことなくよかった

というようなアンケート結果も出ておりますけ

れども、一部には、御友人の方からの電話でも

何でも、先ほどのメッセージが流れるようにな

っているようなことで、そういったところが少

し御意見として出ていたとか、あるいは、イン

ターネットなどのほうに電話機とともにつなげ

ている部分で、多少回線の障がいがあったなん

ていうような御意見などもアンケートの中には

見られるようでございます。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 県の自動通話録音装

置ですか、ＩＣレコーダーはモニターだったと

いうようなことだったんですけれども、その後

検証して、大変効果があったというような、そ

ういったことが実際にあったかどうかというこ

とを聞かせていただきました。私は、やっぱり

高齢者というのは、お金、健康、そして孤独、

こんな３つの不安を抱えているというふうに思

っているわけです。そのために、やはり御回答

いただきました留守番電話機能つきの電話機、

そういったものももちろん広く普及していると

いうことも存じております。ただ、やはりある

程度の新しい電話機をつけられた方には、留守

番電話、そういったものがつけられているとは

思いますけれども、こんなところで６５歳以上

の高齢者に対しての本市としてのアンケート調

査をしたのかどうかお伺いいたします。 

 やっぱり被害から守る、特殊詐欺の被害から

高齢者を守るというような意味合いで、これは

本市でも効果があったということと、もちろん

今お話しされたようなことがありますけれども、

なぜ貸付けＩＣレコーダーに取り組む考えがな

いのかというようなことで、この調査をするべ

きではないかというふうに思ったわけです。そ

ういったことも含めてお答えいただきたいと思

います。普及させたいというふうな気持ちでお

願いしたいと思います。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 平成２８年度の事業

を受けまして、県のほうでは、モニター事業は

その時点で事業を打ち切っております。確認を

いたしますと、その後の普及は市町村にお任せ

をしたいというような県の考え方があったよう

でございますけれども、市としましては、こう
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いったモニター機器、通常の会議用のＩＣレコ

ーダーと違いまして、１台１万４，０００円と

いうふうな額で現在も流通はされているようで

ございます。ただ、やはりそれ以外に様々な防

犯の取組など進めておりますし、留守番電話の

効果というところも言われておりますので、市

としては、こういった普及には取り組んでこな

かったというところでございます。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 了解いたしました。

普及に取り組んでいないというような実態が分

かったわけですけれども、これも、やはりこう

いう市民の皆さんの大切な財産を守るという対

策、そして、また高齢者に対して被害を未然に

防止するというようなために、さっき言った警

告メッセージが流れるわけです。それは、抑止

というような効果が期待できるという装置でも

あるんです。そういったこともありますので、

こんなことも御検討の中に入れていただきたい

というふうに思って、貸付けＩＣレコーダーの

設置というようなことを、無償設置というよう

なことを提案させていただきました。 

 次に、市民のための研修会及び市民大学等に

ついて、これ大変、これは高齢者だけの問題で

はありません。市民全般に言えるというふうに

思っております。消費者問題というのは多様化

して、現在複雑化もするというような中、昨今、

民法の改正により成人の年齢が引下げになった

というような、若者への対応なんていうのを御

承知だとは思いますけれども、高齢者、そして

また障がい者が被害に遭いやすいというか、遭

遇しやすいということなので、こういったこと

で被害防止、それから救済支援、トラブル防止

などを目的に情報や統計などを活用し、そうし

た消費生活に関する研修会を開催することは、

これはもう本当に喫緊の課題なのかなと思いま

す。だまされないようにするため、そういった

研修会の必要性があるのかなというふうに思う

んですけれども、その辺はいかがでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 だまされないための

消費者教育ということかと思いますけれども、

消費生活センターにおきまして相談員を配置し

まして、答弁にもありますとおり、常時その相

談窓口を開設しております。年間６０から７０

件ほどの相談など受けておりますけれども、消

費生活センターのほうでは、そういった相談事

例なども交えながら、年間４回ほど、隣組回覧

での広報紙での啓発ですとか、あるいは、先ほ

ども申し上げておりますが、防犯協会のほうと

連携した啓発などに取り組んでいるところです。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 やはり、私が今申し

上げましたように、大学設置っていうと、本当

に市民大学というようなことで、市民に多く消

費者問題を知っていただきたいというようなこ

とで、まず研修会も含めてなんですけれども、

お願いしたいなというようなところであります

が、今まで研修会等はしたことがあるんでしょ

うか、まずお伺いいたします。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 研修会というよりも、

出前講座で昨年まで対応させていただいてきた

ところでございます。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 市民全般にというふ

うに申し上げましたが、各地区それぞれ出前講

座もこのコロナ禍であります。そういった中で、

やはり研修会の必要性を強く感じるわけですけ

れども、そんなことで、消費者意識の向上とい
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うような意味でこれまでも取り組んでいらっし

ゃるとは思うんですけれども、そういった研修

会については、要はお願いしたいんですけれど

も、開く考えはないんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 現在のところでござ

いますけれども、研修会というふうな開催とい

うよりも、先ほど来申し上げておりますが、全

市民から目を通していただけるような広報紙の

発行ですとか、あるいは消費者相談窓口での御

相談というようなことで対応を考えているとこ

ろです。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 今、対応している方

が、やはり消費生活窓口を１人でというような

ことでお伺いしております。やはり１人だけの

対応で十分なのかというようなことも含めて、

こういった必要性を感じるんですけれども、こ

の辺も含めて、次に移らせていただきます。 

 消費者のサポーターというような、本市独自

で制度をつくっていただきたいというようなこ

とであります。市民向けに消費者啓発等々に取

り組むというようなことで、ついこの間の新聞

等で、ある自治体の消費者サポーターをして、

養成講座をしている米沢市のホームページを見

させていただきましたが、コンビニエンススト

アで店長の方が消費者サポーターの養成講座を

受講して、特殊詐欺被害の未然防止に役立った

というようなことが、これは６月でしたけれど

も、ついこの間の９月の何日かも、これ米沢で

す。そういった特殊詐欺の被害に遭わなかった

ということが意外と多いんですね。そういう市

内のコンビニエンスストアの方たちと、それか

ら金融関係というような窓口というようなこと

であります。そういった中で、米沢市などは消

費者サポーターと一緒になって取り組んでいる

というようなことなんです。それで、かなり被

害件数も減っているというようなことでありま

して、昨年の県内で未然に防止されたというよ

うなことが百何件あったそうですけれども、そ

のうちコンビニ等々、金融関係で阻止されたの

が約８０件というような多い数字になっている

というようなことなんですけれども、こんなと

ころからも、やはり消費者サポーター、自己研

さんも含めてなんですけれども、こんなところ

の認知度向上というか、理解の醸成というか、

そういったものについてお尋ねいたします。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 質問は２点かと思い

ます。消費者のサポーターという部分と、あと

犯罪の未然防止というようなことかと思います。 

 まず、消費者サポーターにつきましては、山

形市、米沢市等で設置されているというふうな

ことで承知はしておりますけれども、大きい市

町になりますと、なかなか市の消費生活センタ

ーのほうに真っすぐ相談が上がりづらいなんて

いうようなところもありまして、サポーターの

方から仲介をしていただいたりなんていうよう

なこともあるんだというふうなところも聞いて

おります。上山市では、電話相談あるいは窓口

相談、常に開設しておりまして、年間７０件程

度相談を受けられておりますので、十分消費者

へのサービス体制は整っているものというふう

に考えております。 

 犯罪の防止のほうですけれども、各地区にお

きまして、防犯協会の支部というようなことで

活動していただいておりますし、市としまして

も、警察や消防、市内の事業者、商工会、観光

物産協会や金融部会、こういった様々な機関、

団体で構成させていただきます防犯協会、こち
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らの活動の中で、全体でそういった意識を共有

しながら、先ほど議員もおっしゃった金融機関

の窓口での犯罪抑止というようなところにつな

がっているというふうに考えますので、今後も

様々な場面で被害防止の啓発に取り組んでまい

りたいと思っております。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 今御答弁いただきま

したが、金融機関、そしてコンビニエンススト

アというふうに私も申し上げましたけれども、

１人でも対応が十分にできるんだというような

答弁ですけれども、協働が大切というふうに思

っているんです。それで、自立した消費者育成、

そして教育ということももちろんありますけれ

ども、市民生活課でバックアップしているんで

しょうけれども、そういった団体と協働すると

いう考え、ですから、先ほどの２番に戻ります

けれども、研修会と言わずしても、学習会と言

葉を変えてでも、これは必要なんではないかと

いうようなことを申し上げております。そして、

これって上山市では市役所に何度か啓発のもの

を置いていると思うんですけれども、そういっ

たことも含めて、年に何回こういった啓発をし

ているのか。市民に、先ほどのあれは全戸に４

回って言ったかな、そういったことも申し上げ

ていただきましたけれども、それに関してちょ

っとお答えください。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 先ほどの市全体への

啓発として取り組んでおります隣組回覧の発行

でございますけれども、こちらは年４回発行を

しております。 

 あと、８月の市報配布の際に、今年度は電話

付近に貼っていただく啓発のためのステッカー、

これも別途配布をさせていただいたところです。 

 啓発活動としましては、議員のほうからも書

いていただいております小中学生への啓発グッ

ズの配布ですとか、出前講座等にも取り組んで

おりますが、各地区におきまして、防犯診断だ

ったり、世帯保護というようなことで、高齢者

宅を訪問して様々な呼びかけなども、これも各

地区によって回数等はばらばらかと思いますが、

全市的にそれぞれの地域ごとに取り組んでいた

だいていると思います。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 ちょっともう一回申

し上げさせていただきますけれども、本市は消

費者団体がないと、まずね。それで、消費する

女性側では、女性団体とも協働でそういう学習

会を開くというようなことができないのかどう

か、それがサポーターにつながらないのかとい

うようなことで、今後ですけれども、そういっ

たことは今後もやらないというようなことでよ

ろしいんでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 市民生活課長。 

○佐藤 毅市民生活課長 今議員がおっしゃら

れたようなところでございますけれども、今後、

先ほども防犯協会という様々な機関、団体が入

っている組織ございますので、こういった中で

様々な機関と情報交換などさせていただきなが

ら、もしそういうふうな消費者団体の育成とい

うものの必要が出てきた場合には、検討させて

いただきたいと思っております。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 消費者団体の、これ

からそういう、本当にかなり複雑化されている、

そういう状況も含めて、啓発、それから教育、

そして見守りというような形になるんでしょう

か、そういったことも含めて、ぜひ消費者団体

が手を挙げたら、ぜひそういったバックアップ
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をしていただきたいというようにお願いしたい

というふうに思っております。これで消費者問

題は終わらせていただきます。 

 次に、教育行政についてであります。 

 私は環境とエネルギーというか、環境問題と

エネルギーというようなことに焦点を置かせて

いただいて提案をさせていただいたわけですけ

れども、先日行われました、９月１日に行われ

た少年の主張大会で第１位になった方、市長も

聞いてらっしゃると思いますけれども、まずは

知る、そして変えていくというような演題だっ

たと思います。昨年７月の豪雨、２８日に、上

山でも本当に大きな被害を受けたというような

ことで、常識では考えられないような、そうい

う大雨だったということで被害に遭った。だか

ら、この機に及んで、未来の心配が増えてきて、

そういう中でＳＤＧｓに注目したというような

ことの弁論というか、主張であったと思ってい

ます。自分はどういうことをしたらいいのかと、

それに対してどういう対応策をしたらいいのか

と、今中学校で取り組んでいるボトルキャップ

を集めたりして、あとエコバックを用意して資

源、そういったものの確保というか、そういっ

たものを伝承したいというようなことを、これ

からも安心してつながるような環境、そういっ

たものも積極的に行動を変えていきたいんだと

いうようなことを主張されたと思います。その

ことについては大変すばらしい今後の考えをこ

ちらのほうも期待したいんですけれども、これ

って、やはり個人の主張であるというふうに思

うので、教育現場の全体でこういう教育をして

いただきたいなと思うわけですけれども、教育

長はどうでしょうか。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○古山茂満教育長 今、尾形議員から話された

ように、少年の主張の大会上山地区大会、これ

については北中の２年生である尾形さん、同じ

名字ですけれども、尾形さんが最優秀賞を取っ

た。その中身はＳＤＧｓの共有と、そういうふ

うな主張をするということは、学校教育で、私

はＳＤＧｓという言葉は使わないんだけれども、

各教科とか、それから北中学校は生徒会活動の

中でやられているようですけれども、コンタク

トレンズの回収とか、そういう意味では、何ら

かの形で、そういう特化したものではなくてや

れているから、そういう主張があったんだなと

いうふうに思っています。具体的には、学校で

どのような、そういうＳＤＧｓに関する教育を

しているのかというようなことについては、学

校教育課長がお答えをします。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 例えば、各学校では、

ごみの分別や、それから不要な用紙の再利用、

また電気使用の工夫、節電の工夫、先ほどのリ

サイクルもありました。また、環境のためにで

きることは何だろうということをテーマに据え

た学習など、今は環境エネルギー教育に関する

もので申し上げましたが、そういったことで各

学校、実態に応じた具体的な取組を様々積み上

げているところでございます。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 今、現場で取り組ん

だというような、そういった答弁でございます

けれども、各教科というようなことも答弁の中

に含まれておりました。今は教育全体の中の課

外授業といいますか、そういったものだとは思

うんですけれども、各教科もこの際だからお聞

かせください。 

○長澤長右衛門議長 学校教育課長。 

○塚原洋樹学校教育課長 例えば、小学校４年
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生であれば、社会科で水の学習などがあります。

また、５年生になりますと、同じように、今度

は理科で川の働きとか水の働きなどの学習、６

年生になりますと、社会科で持続可能な社会と

いうテーマでの学習、また、６年生の理科では

化石燃料などの学習も、環境とエネルギーに関

わって入ってまいります。 

 そして、中学校に参りますと、理科で熱帯、

森林、石油、プラスチック、そういった学習、

また、技術家庭科においては環境エネルギー、

また発電などの学習、そういったところも学ん

でおります。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 多岐にわたるという

のはこの辺から来ているんだと思うんですけれ

ども、やはり環境問題は、地球温暖化で気温が

上昇し熱中症が増えたり、それから洪水、もち

ろん現実に起きている災害なんかもどう対処す

るか、森林のこと、そしてまた再生可能なエネ

ルギーというようなことの、地球温暖化は止め

られるのかというような、この辺のところも、

実は、米沢市では、全ての小中学校の生徒、学

校に環境省から派遣された環境カウンセラーと

いうような方を１年間通してなんですけれども、

令和２年ですから、令和２年度に全ての小中学

校に講演をお願いしている、学習会を開いたと

いうようなことなので、こういった取組。そし

て、例えば、県内の様々な企業、そして団体な

んかもいらっしゃるわけですよね。そういった

ものも含めて、興味あるテーマが様々あるんで

すけれども、そういったことも含めて講演会等

を開催してはいかがでしょうか。やれるという

ようなところだと思うんですけれども。 

○長澤長右衛門議長 教育長。 

○古山茂満教育長 先ほどの答弁の中にもあっ

たんですけれども、各学校の実態に応じてとい

うことで、例えば、北中学校または南中学校と

か、そういうところで、このことについて詳し

く知りたいということになれば、そちらのほう

にコンタクトを取りながらやっていかなければ

ならないと思いますけれども、今のところ、そ

ういう要望が出ていなくて各学校の教科、それ

から、そのほかのところでやっていますので、

今のところは考えてはいないということでござ

います。 

○長澤長右衛門議長 尾形みち子議員。 

○８番 尾形みち子議員 ぜひ、こういった身

近にある方、もちろん、環境省というようなこ

ともございますけれども、身近にある人材を招

いて、そして団体を招いて、そして企業を招い

て、そういうことに取り組んでいる企業、住環

境に取り組んでいるハウジングメーカーとか、

様々な団体があるんだと思うんですけれども、

そういったものをやっぱり学校全体でこれから

も続けていただきたいということをお願いいた

しまして、私の質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

散  会 

 

○長澤長右衛門議長 以上で本日の日程の全部

を終了いたしました。 

 これをもちまして散会いたします。 

 御苦労さまでした。 

    午後 ４時１１分 散 会 

 


